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中央防災会議 

「東北地方太平洋沖地震を教訓とした 

  地震・津波対策に関する専門調査会」 

第３回議事次第 
 

 

            日  時：平成 23 年６月 19 日（日）14:00～17:28 

            場  所：中央合同庁舎５号館２階講堂 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

・大規模地震対策における対象地震の考え方について 

・津波による被害の抑止・軽減のための基本的方向性について 

・中間とりまとめについて 

 

３．閉 会
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開 会 

 

○越智（事務局） それでは、定刻となりましたので、ただいまから「中央防災会議『東

北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会』」の第３回会合を開

催いたします。 

 委員の皆様には、本日は御多忙のところ御出席くださいまして、誠にありがとうござい

ます。 

 それでは、会議の開催に当たりまして、松本防災担当大臣からごあいさつを申し上げま

す。大臣、よろしくお願いいたします。 

 

松本大臣挨拶 

 

○松本防災担当大臣 皆さん御苦労様です。 

 ３回目ということで、１、２回に出させていただきましたけれども、本当に熱心に御論

議をいただいて、ありがとうございます。 

 昨日は石巻で合同慰霊祭がありまして、100 か日ということになりました。 

 ずっとお話を聞いておりますと、地震の予知とか津波の予報とかアカデミックな部分と、

土木学会あるいは建築、耐震の話でありますとか、避難の話、あるいは伝達の話などが出

ました。 

 座長には御相談をしておりませんけれども、予報とか住民にどう伝えるかというところ

は、ワーキンググループか何かをつくっていただいて、防災もしっかりお手伝いをします

ので、早くこの部分は結論というか、さまざまな聞き取り調査も含めて出していって、東

海地震 87％ということですから、早く住民の皆さん、あるいは市町村に伝達をしたいと思

っておりますので、その辺の部分は早く結論みたいなものを出していただければと思って

おります。 

 休みの日に集まっていただいて、心から感謝を申し上げます。ありがとうございます。 

○越智（事務局） どうもありがとうございました。 

 なお、本日は磯部委員が御都合により御欠席でございます。また、今村委員は遅れて御

到着の予定でございます。 

 それでは、早速ですが、お手元に配付しております本日の資料を確認させていただきま

す。 

 上から順に並べております。議事次第、座席表、委員名簿、次回開催予定、これまでの

検討内容と今後のスケジュール。 

 資料が１、２、３、４、参考資料が１、２、３となっております。 

 また、非公開資料として１－１、１－２、１－３、２がございます。非公開資料につい

ては、委員の皆様方だけにお配りしてございます。 
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 よろしいでしょうか。 

 それでは、以下の進行から河田座長にお願いしたいと思います。座長、どうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 報道関係の方は、ここで御退室をよろしくお願いいたします。 

（報道関係者退室） 

○河田座長 議事に入ります前に、議事要旨などの公開について申し上げます。 

 これまでと同様に、議事要旨は調査会終了後速やかに作成し公表、また詳細な議事録は

調査会にお諮りした上で一定期間を経過した後に公表したいと思います。そして、議事録、

議事要旨は発言者を伏せた形で作成したいと思います。 

 また、本日の資料につきましては、非公開資料を除き公開とさせていただきます。 

 なお、本日も会議終了後に私から記者ブリーフィングをさせていただきます。 

 それでは、議事次第にのっとりまして、議事に入りたいと思います。 

 まずは前回の議事「大規模地震対策における対象地震の考え方について」事務局がこれ

まで委員の皆様から出された意見をまとめておりますので、手短に御説明いただき、前回

に引き続いて御審議いただきたいと思います。 

 今日の議論を踏まえて、今日は最後に中間とりまとめの御意見をいただくことになって

おります。そして、今週、皆様方の方にメールで原案を提示し、６月末には必ず中間まと

めとして地震と津波の取扱いについての基本的な方針を出したいと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局お願いいたします。 

 

資料説明 

 

○越智（事務局） それでは、資料１に基づいて御説明いたします。 

 第２回までの専門調査会で各委員からさまざまな観点から御意見をいただいたところで

ございます。資料１のように整理をさせていただきました。詳細版につきまして、非公開

資料２として後ろの方に置いてありますので、ごらんいただければと思います。 

 それでは、資料１の１ページをお開きいただきたいと思います。これはいただきました

御意見がどのような内容かを分類させていただいたものであります。大きく分類しまして、

２つに分かれると思います。 

 このページの上半分は地震や津波の現象、被害想定をする際の対象地震の選定や津波高

の推定などについてのものであります。いわゆる対象地震や津波の想定をどうするかとい

った意見であります。 

 １ページの下半分は、その想定を基に防災対策をどのように考えるのかといった御意見

です。防災体制やまちづくり、施設整備などの観点から御意見をいただいたと考えており

ます。 
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 前回から議論が持ち越しとなっています対象地震の考え方については、上半分の意見と

思われますが、その部分を中心にして全体を簡潔に御説明させていただきます。 

 ２ページをごらんいただきたいと思います。４ページまでが地震像、津波像についての

ものであります。 

 ２ページにつきましては、今回の地震と津波の特徴を書いたものです。 

 津波の特徴のところに書いてありますが、高い水位が長時間継続し、しかも、津波地震

型の非常に破壊的な津波が同時に起きたのが今回の特徴であるということです。 

 下の方は対象地震の選定についての御意見です。項目だけ拾ってみますと、科学的知見

に基づいて素直に対象地震を選定することが重要であること、発生確率の面から見た場合

の取扱いで、発生可能性といった場合には物差しの当て方によってさまざまな見方がある

ということが御意見として出ております。 

 ３ページをお開きいただきたいと思います。マグニチュード８クラス以上の地震は日本

周辺だけでなく、地球規模の視点で見る必要がある。しかも、ロングスパンで考える必要

があることなどが出されております。 

 また、真ん中辺りには、津波堆積物調査が有効であるとの意見が出てきているところで

ございます。 

 その下には、南海トラフや日本海溝での地震の起き具合をどのように考えるかで、過去

に起きている地震だけでなく、過去に起きていない地震をどう考えるか、また連動する地

震はどのように評価するべきかなどの御意見がありました。 

 ４ページをごらんください。４ページには地震動、津波高の推定がございます。 

 津波の発生メカニズムを明らかにすることと、地震の同時発生を想定すると津波の高さ

は倍程度になるという御意見がありました。 

 その一方で、今回の地震・津波の最大の特徴は、不確実性のあるものを相手にしている

ということを忘れてはならないということであります。 

 その下は被害想定についてですが、想定が外れた原因を徹底的に検証する必要があるこ

とや、その際、単純に津波の高さやその範囲が想定と違ったからということだけでなく、

さまざまな要因を重ね合わせて分析、議論すべきであるとの御意見をいただいたところで

あります。 

 また、今後、被害想定を見直す際には、これまでは被害要素と考えていなかった流体力

や漂流物の影響なども含めて考えるべきだとのお話がございました。 

 ５ページ以降は、防災対策についての意見であります。対象地震の考え方との直接的な

関わりに留意し、ざっと御説明いたします。 

 ５ページは、津波防護レベルを設定し、巨大な津波には構造物だけで対応することは難

しいので、土地利用や避難行動などを総合的に組み合わせていくことが必要であることや、

防災施設そのものに粘り強い機能を持たせることなどの意見がございました。 

 そして、津波対策は実際に行動に移す市町村、町内会、自主防災組織などが強い危機感
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を持って魂を吹き込んで対応しなければならないなどの御意見もありました。 

 ６ページでございます。地震・津波の観測、監視の重要性と今回の被害の状況を踏まえ

て、津波警報の出し方や在り方が避難行動も含めてどうだったのかということをしっかり

検証し、適切に見直していく必要があるという意見でございます。 

 ７ページでございます。７ページには情報の伝達についての意見、下の方には避難対策、

避難場所について、命を守るための避難施設が必要であることや、避難手段として車によ

る避難をどのように考えるかという話でございました。 

 ８ページに移りますが、それに併せて広域避難、要援護者対策などの在り方について、

これらの避難対策を検討するに当たっては、しっかり調査、分析する必要があるというこ

とであります。 

 防災知識の普及啓発では、津波に関して出される情報が正しく理解されるための取組み

やリスクコミュニケーションの充実が必要であるなどのお話があったところであります。 

 ９ページをごらんいただきたいと思います。９ページ、10 ページと津波防災としてのま

ちづくり、土地利用についての御意見、施設整備などについてございます。 

 10 ページは、そこに書かれているような耐震化、長周期地震などの御意見が出ていると

ころでございます。 

 ざっと御説明いたしました。詳しいものは非公開資料２の方に網羅的に書かせていただ

いておりますので、両方ごらんになりながら、これからの御議論をよろしくお願いしたい

と思います。 

 以上で終わります。 

○河田座長 ありがとうございます。 

 今、一応津波と地震のハザードの問題、抑止、軽減のための基本的な問題について御説

明いただきましたけれども、まず 30 分ほどを津波と地震の取扱いをどうするかということ

の御議論をいただいた後、国交省から海岸堤防の整備状況と被災状況等の説明をいただき

ます。その後、被害軽減の方に移りたいと思いますので、これからの議論はモデルの地震

あるいは津波をどういうふうに考えていけばいいのかということで御議論いただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。どなた様からでも結構ですが、いかがでございま

すか。おられませんか。おられなかったら、まとめてしまいます。前回の議論でよろしゅ

うございますか。 

 

審 議 

 

○今、１回、２回の専門調査会の主な意見ということでありましたけれども、やはり最終

的には国民あるいは市民の命を守るということでありますので、そういう点でも早く国の

方で想定を出して、都市計画も含めて取り組める状態をつくってほしいという声がたくさ

んありますので、是非よろしくお願いしたいと思います。 
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○いかがでございましょうか。どうぞ。 

○意見を聞かれたときに、どこに盛り込めばいいのか、今回の報告書の中に適切なのかど

うかということを考えて、具体的には申し上げなかったのですけれども、私は中防の体制

の在り方も考えていただきたいと思います。１度中防が想定地震の対策を出すと、新しい

知見が出ても、日進月歩する中、中防でそれがなかなか検討されてない。新たに専門調査

会が出来るまでは前の報告書というか、前の被害想定でずっといくわけです。 

 今回いろんな皆さんのお話を伺っていると、例えば貞観の地震とか、新しい知見が次々

あったわけです。そういうものを中防でもすぐに検討し、反映させる必要があるのかどう

かということを検討できるような中防の在り方というか、機動的にそういうものを見直し

ていくのかどうか。常に見直せということではなくて、それを国の対策に反映する必要が

あるのかどうかということを、常に受け皿としての中防ができる体制をつくっていただき

たいということを提案したいと思います。 

○多分、これは事務局へのお願いだと思うのですが、●●委員からも前回いわゆる新しい

知見が入ったときにはすぐにそれを反映するという御意見がありましたが、いかがでござ

いますか。 

○恐らくこれは制度的なことというよりも、中央防災会議の下部のワーキンググループと

か、この専門調査会もそうですけれども、そういったものも含めた運用の仕方の問題だと

思いますので、前回も想定地震について最新の知見を入れて、機動的に適宜見直すように

というお話もございましたので、最後の報告書の方で位置づけていただければ、我々はそ

れを受けて考えたいと思います。 

○ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○運用する際に是非お願いですが、中央防災会議は全大臣が御出席ということになるもの

ですから、実は発言したくても、ほとんど発言時間がないという状況になっています。資

料をその場で見るという状況なものですから、中央防災会議をやる前に事前にお話をさせ

ていただくと、皆さんそれぞれネットワークを持っているので発言できると思います。よ

ろしくお願いします。 

○中央防災会議のトップは、総理大臣始め各閣僚で構成されていること自体に非常に大き

な意味があると思います。後はその下の組織をどう動かすかということですので、そうい

ったことも含めて、先ほども申し上げましたように、いろいろ考えていきたいと思います。 

○中央防災会議への御要望はこのぐらいにしていただきたいと思います。 

 そのほかに地震と津波のことを議論したいと思いますので、よろしゅうございますか。 

 ●●委員、何かございませんか。 

○前回欠席してしまったものですから、少し追いついてから発言します。 

○わかりました。 

 前回皆様からいろいろな資料を出していただいて、かなり詳しく御説明いただいている
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のですけれども、この前の御意見をまとめますと、レベル１、レベル２という言い方がい

いのかどうかは別として、要するに 50 年から 100 年に一度来るような津波に対してはきち

っと守らなければいけないので、それは標準的なものとして、例えばハード防災でやって

しまう。500 年とか 1000 年に１回のものについては、守るというよりも、まず逃げるとい

うことを中心に対応していただく。つまり人的な被害をできるだけ少なくするということ

を前提にして、例えばまちづくりとか、そういう形で減災ができたらいいのではないかと

いうことです。 

 そうなると、一体どれぐらいの規模のものを想定できるのかということが多分地震のモ

デルになります。地震のモデルが決まりますと、そのまま津波の計算になりますので、地

震のモデルをどういうものにしていかなければいけないかということだと思うのですが、

そこで１つの考え方としては、例えば津波堆積物などが見つかっているところの発生間隔

などを議論して、それをきちっと説明できるようなモデルが基本的にあるべきだ。その次

には、データ的には未完成だけれども、そういう可能性のあるものについては、どうなる

かというところまではやっておくという形でまとまるのではないかと思います。 

 今、非常に雑駁に言いましたけれども、まず●●委員いかがですか。 

○今おまとめいただいて、前回でも感じたことですけれども、モデルをきっちりやるとい

う作業はデータがある程度貯まらないとできないのです。ところが、データが明らかに大

きな津波を示している場合がある。例えば１点、２点という場合があるわけです。それが

落ちてしまうのです。今回もそれに近かったのではないでしょうか。例えば 1611 年の慶長

の津波だとか、延宝の津波だとか、結局議論したけれども、うまくモデルがつくれないと

いうことで捨てられてしまったわけです。しかし、実際には人によっては慶長の津波に今

回は近かったのではないかという御意見もありますので、必ずしもモデルディペンデント

にならない新しい手法を考えていく。要するに被害があったということを重視して、必ず

しもモデルが作られなくても、そこではそれだけの津波が来たということを使った、地震

像がわからなくとも、データのある陸側から攻めるような、例えば間を補間するとか、そ

ういう手当をしてやっていかないと。津波堆積物というのは好条件下ですと非常にうまく

いくのですけれども、必ずしも全地域にわたって津波堆積物が取れるという状況ではあり

ません。逆に落ちてしまうということを恐れますので、是非ちゃんとしたモデルができな

いとだめだというところは外していただけることを提案したいと思います。 

○どうぞ。 

○幾つかあるのですが、まずデータに基づいて判断するとしたら、やはり一番、最適な場

は地震調査研究推進本部の下にあります地震調査委員会で長期評価を考えて、それを今度

は内閣府の防災担当が真摯に受け止めるという連携が大変大事だと思います。といいます

のは、中央防災会議の事務局というのは、御自分でどういう地震が起きて、どういう津波

が発生するということを考える体制には昔からなっていないわけです。そういう意味で、

専門は専門のところで考えて連携をとることが大事だと思います。 
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 もう一点は、3.11 が起きて、津波の恐さというのは皆さん嫌というほど知らされたわけ

ですが、その防災意識を長く続けるというのが基本になければいけないと思います。報告

書にもそのようなことを是非書いていただきたいのですが、例えば三陸地方を今回大津波

が襲ったわけですが、その前に襲ったのは 1960 年のチリ地震津波、その前が 1933 年の昭

和三陸、その前が 1896 年の明治三陸、すなわち 30 年、40 年に１回しか大津波に襲われな

い。30 年というのは、英語で言うワンジェネレーションですから、１世代経ってしまう。

そのために前の津波の恐さを忘れがちだという、何も私が今回指摘するまでもなく明治時

代から言われてきた話でありますし、寺田寅彦も同じような指摘をしております。そうい

う意味で、今、繰り返し間隔の長い大津波に対する対策というものを考えておくことが必

要だと思います。 

 地震と津波のモデル化が難しいのと間隔が長過ぎるのは日本海側なのです。日本海側も

一応、地震調査委員会としては検討を済ませておりますけれども、果たしてそれでいいの

かどうか。間隔が 1000 年に一度とか 3000 年に一度ではないかという日本海側での地震、

日本海中部地震が起きて、10 年後に北海道南西沖地震津波で奥尻島が襲われる。たった 10

年しか間がないわけですが、それ以前はそのような津波があったということはほとんど知

られていません。こういうものに対する対策も、今後、考えていく必要があるのではない

かと思います。 

 以上です。 

○ありがとうございます。 

 ●●委員、前者ですけれども、私も長い間、専門調査会のいろんな委員をしてきている

のですが、どちらかというと、推本でやっている議論というのは非常に学術的なんです。

中央防災会議というのは国民の命、財産を守らなければいけないという実務のところで非

常に重要な役割を持っているわけで、この両者が例えば情報のやりとりだけではなくて、

かみ合わないような形になっているのです。だから、そこのところを直さないといけない。

一生懸命データを出していただけるのです。推本から出てきたのですけれども、それをど

う解釈するかというのは、国の立場で、中央防災会議でやってこられましたので、そこの

つなぎを少し見直してみる必要があると思います。ですから、やってきたことは間違えな

いのですが、その連絡というのが少しうまくいっていない。基本的にはそちらで先行して

ほしいのですけれども、どちらかというと、実用上の観点からも先行したところがありま

して、その辺は緊密な連絡が要るのではないかと思います。ですから、それは少し気をつ

ければ直すことができるのではないかと思います。 

○私は両方の委員をしておりますけれども、結構、また裂き状態になるようなときもあり

ますので、今後とも努力するようにします。 

○頑張っていただかなければいけません。 

 どうぞ。 

○今、割と長期予測とかそういう方向に話がいっているのですが、もう少し短い方といい
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ますか、今回の地震も残念ながらまだ解明ができているわけではないのですけれども、全

くシグナルがなかったわけではないのです。というのは、後からで申し訳ないのですけれ

ども、例えば陸から見えていた GPSからですと、福島沖でどんどんはがれている様子が 2005

年ぐらいから見えているとか、海底の GPS 観測で、福島沖はほとんどカップリングしてい

ないような状態が見えていたとか、そういうことはあるわけです。勿論、長期の観測で想

定震源地震を絞るのは重要ですけれども、やはり現在進行中の状態をつかむ必要がありま

す。我々はまだ海底の動きをつかめていない。今、陸は GPS がこれだけできていて、それ

でも内陸地震というのはシグナルが小さい可能性があって難しいと思いますが、今回の大

きな地震ですと、いろんな議論があるところですけれども、かなり広域にシグナルが出て

いるようにも思います。これはまだ学会で議論すべきところで、すぐに実用段階かと言わ

れると、こういうところに出す話かどうかはちょっと迷ったのですけれども、ただ、我々

はいろんなことを後になってですけれども、知りつつあります。それはどうしてかという

と、私はこれしか、何回も同じことしか言っていないのですけれども、海の観測網が絶対

的に足りない。恐らくプレート境界に起こる地震は真上で計ればある程度のシグナルを出

してくれるものと私は思っております。 

 したがって、長期の観測、プラス現在起こっていることを、これは短期予測とは言いま

せんけれども、中期予測とかそういう言葉を使いますが、今の段階でこうすればいいとい

うのはないのですけれども、少なくとも今回の地震のデータがありますので、観測をやっ

ていく。南海トラフにこのまま応用できるかどうかは難しいところですけれども、少なく

ともリアルタイムの津波予測というのは必ず役に立ちますので、地震が起きた後の対応も

含めて、起きる前の状態を監視できる体制を至急つくっていく。予算の関係もありますけ

れども、それをやはり訴えたいと思います。 

 以上です。 

○そのとき、要するにリスクというのは、被害額かける発生確率ではないですか。発生確

率は、私たちはどうしようもできませんけれども、被害額が非常に大きくなるものについ

ては、積極的に発言していただかないと、学問上の誤差とかそういう問題ではなくて、そ

れが起こったときの被害の大きさということを念頭に置いて御発言いただくのは、やはり

学会でも必要ではないかと思います。阪神大震災の一番の教訓というのは、被害額が大き

いものについては早く対応しなければいけないということだと思いますので、その辺は不

確かな状態であるということも含めての情報発信を是非学会からもお願いしたいと思いま

す。 

○普通ですと、大きな被害をもたらすものは、やはり大きなシグナルを出すと思うのです。

ただ、これをまだ我々は捉えたことがないので、そこのところは弱いのですけれども、今

回も震源域全体にわたって準備ができているというデータがないことはない。恐らく次は

南海トラフですけれども、海の観測網があれば、確実とは言いませんが、早目に出せる可

能性はあると思います。 
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○●●委員、地震モデルを触るということはマグニチュードが大きくなりますね。そのと

きに土木とか建築構造物の耐震基準も当然見直すのか、あるいは現行の延長上で議論して

いいのか、その辺はとても大切な問題だと思うのです。今、みんな津波のことしか頭にな

いのですけれども、構造物に対する影響というものもどういうふうに考えたら、それを使

えるようになるのでしょうか。 

○多分、津波は比較的想定がしやすいと思うんです。どれだけのエリアがどれだけ高く動

くかだけである程度予想はできますから。これは津波の高さがどのぐらいだから、それに

対してはどのぐらいの波力かを考えればいい。逃げるべきかどうか、それだけで済むから

いいんですが、問題は東海・東南海・南海の場合、その前に来る揺れを評価しないといけ

ないんです。揺れというのは壊れ方によって全くレベルが変わってきてしまって、多分今

の地震学の方で分かってきているのは、破壊をする領域は分かっているとは思うのですが、

我々が使っている建物の周期域でどのぐらい強い破壊を出すか、そこについてはまだ全然

無力なのです。そうすると、それはモデルができてきて、我々が対策できるという問題で

はなくて、どのぐらいのレベルの揺れまではとにかく覚悟しよう、多分地盤条件によって

揺れのレベルは大きさが変わってきますから、震源のことだけではなくて、建物がある場

所のサイト条件による揺れの強さの差を考えつつ、更にいざというときにこれを失ってし

まったら、社会的に非常に具合が悪いという構造物については、相当に安全性を上乗せす

るとか、そういった議論をしていくしかないと思うのです。 

 ただ、現状、特に民間の建築物というか、建築物側は最低基準である建築基準法しかな

いのです。本来これを失ったら具合が悪いというものについては、民間の建物も含めて重

要度係数的なものを入れないといけないのですが、それが入っていないことによって被害

を拡大する可能性があると思います。ですから、ここは震源のモデルができてくるかどう

かということとは別に、我々が守るべきものは何で、それに対してはどのぐらいの揺れの

レベルまでちゃんと守り切るかという議論を同時にしないといけないと思います。 

 建築物も２種類あって、超高層のように結構技術が係って造っているものについては、

ある程度周期の問題と揺れの強さが分かってくれば予測はできますが、そうではない普通

の建物に関しては、多分、過去の被害経験との中で、今の耐震性の何倍ぐらいを入れてお

くかという、そのぐらいの落としどころにしておかないと、なかなか難しいとは思ってい

ます。 

○どうぞ。 

○今回の津波でどういうことが起こったかといいますと、何回も申し上げましたけれども、

地震が来たらあそこに逃げなさいという１つの地域のルールがあるわけです。例えば陸前

高田市という市があって、地震があったら防災センターのところに逃げなさいと言ってい

て、逃げたのです。そこに全部すっぽり津波が来て、そこに逃げた方は亡くなっています。 

 消防団は地震が来ますと、どういう地震が来たとしても、門扉を閉めに行きます。３m

という津波を聞いて、門扉を閉めれば大丈夫だと思った消防団も多分いたはずです。だけ
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れども、行って、閉めて被災した人がいました。だから、今回、消防団の方々で殉職され

た方は結構多いと思います。 

 何を言いたいかといいますと、予測とか観測網も大事だと思いますが、まず地震が発生

したときにどういう津波が来るかというのは、例えば何 m の津波という予想が出てきたと

しても、地域としては１つの防災訓練ができていますから、３m であろうが、５m であろう

が、10m であろうが、あそこに逃げろと言われればみんな逃げるんです。逃げない人は逃

げません。これは１つの定式されたパターンに近い状況になっているわけです。個々の人

の判断で、例えばこの津波は５m だ、６m だなんて判断できません。地震が来たら、とにか

くあそこに逃げろという形で逃げるんです。 

 何が言いたいかといいますと、想定する津波と地震をどこに設定するかというのは、ス

タティックな問題です。静的なもので、何 m の津波を想定して地域の防災計画をつくるか

ということが非常に大事で、繰り返しになりますけれども、そのときに低いところに逃げ

るという想定でやったら、どんな強い地震が来たとしても、そこに逃げます。だけれども、

こういうある程度のものが来たときにあのときに逃げなさいという地域の合意ができてい

たら、多分そこに逃げるんです。 

 そういうときに大事なのは、先ほど●●委員がおっしゃられましたけれども、発生期間

の長い津波というのは多分、過去のいろんな事例からいろいろ想定できると思うんです。

勿論観測網というのも大事なのですけれども、観測網は何月何日に地震が起こるというの

はできません。恐らく起こるであろうということを言っているだけです。本当の防災は起

こってからどうするかという行動なわけで、起こったときにどういうことを予測して行動

するかということに対して１つの指針をつくって、それを読んで、地域がそれをどういう

ふうに生かすかということなんだろうと思います。ですから、一番大事なのは、津波に関

していえば、想定高さを何にするか、想定高さをどういうふうにするか、想定の高さをど

ういう手法で決めるかということだと思います。 

 それから、施設の話が出ましたけれども、今回の津波の最大の教訓というのは、海岸保

全施設の限界の露呈だと思います。このことも後で国交省から聞いたことにいろいろ申し

上げたいと思いますけれども、そういうことを前提にした上で、防災計画全体をどのよう

に作っていくかということが大事なんだろうと思います。 

○２回目に出ていなかったので、もう議論されているかわからないのですが、昨日も被災

地から戻ってきたのですが、今、私たちが一番知りたいのは、皆さん方は専門家でありま

すから、基本的に表題にも書かれているとおり、今回の大地震、それにつながる津波、こ

れがまたどれぐらいの間隔で起こるのかということが分かるのか、分からないのか。つま

り、それに対して今の東北地方の被災された方々は、計画を練らなければいけないわけで

す。でも、現在の科学的な知見において、今回起こったことを通じて、また同じような規

模の地震及び津波が起こるということが分かるのか、分からないのか。それをまず私は知

らなくてはいけないのだろうと思うんです。 
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 東海・東南海・南海の３連動の話を勿論されているのですけれども、今、一番知らなく

てはいけないことは、今後 30 年後、よく分からないけれども、ワンジェネレーション、ツ

ージェネレーションで同じ問題が起こる可能性が科学的知見で予測できるとするならば、

それに対してどうするのかと考えていくのが私は普通なのだろう思うんです。ただ、聞い

ている限りにおいては、前回もうお話されているのかわかりませんが、その部分というの

は、今の専門領域における限界なのかどうかわかりませんが、それを分からないというの

か、起きても不思議はないということなのか、そこをまず私は教えてもらいたいと思うの

です。 

 ２点目は、今回いろいろな津波の動きというのがあるのです。津波と津波がぶつかって

勢力が弱まって、被害が軽減されたところがあるのです。例えば山元町というところは、

まさにそうです。見ている人たちが、津波がどういう方向から来たか分からないけれども、

ぶつかって勢力が弱まった。津波のメカニズムというのはどこまで解明されているのかと

いう話、あるいはまた女川町近くにおいては、全く被害を受けていないところがあるんで

す。入り江の部分であります。津波の動きがただ単に大被害を起こしたというだけではな

くて、そういう大規模なものが来たとしても救われているところがある。また、久慈にお

いては、被災面積というのはめちゃくちゃ多いんですが、被害に遭った人というのは２名

しかいません。全部では４名なんですが、他の２人の人は別の県で巻き込まれてしまって

いる。久慈においては、今回の津波の衝撃度というのは県内南部と比べて弱かったのか。

だからなのか。あるいはまたその他の要因があって被災が免れたのか。 

 こういう基本的な部分を踏まえた上で議論しないと、多分、何が何だか分からなくなっ

てしまって、おっしゃっているとおり、学術的な形でのいろいろな示唆があるのかも分か

りませんが、それは今後議論していく防災体制につながっていく部分だと思います。現場

の担当官として一番知りたい部分というのはそういうことです。 

○ありがとうございます。 

 非常に個別的なお話だったのですが、まずこういう規模の地震がどれぐらいの間隔で繰

り返す恐れがあるのかについて、どなたか自分の御知見をここで紹介していただけますか。

どうぞ。 

○こういう規模の地震は、恐らく 500～600 年というオーダーだと思います。ただ、今回起

きた場所に関して言えばということでありまして、その隣がまだ残っているということが

あります。それを考えれば、今回、被害が遭ったところはもう 500～600 年ないということ

ではないので、そこだけは気をつけていただきたいと思います。 

○御存じのように、津波の場合は次に地震の空白域で地震が起きて、前と違うところを襲

うという嫌な性質がありますので、二度目がすぐには来ないということは間違いないと思

うんですが、やられなかったところが次にやられるという意味では、とても嫌らしい性格

を持っているということは御理解いただきたいと思います。 

 津波について、今、質問がありましたので、お願いします。 
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○津波については、遡上していろんな構造物を壊すということは大分分かって来ていると

思います。沖合で島があったり、あるいは入り江になっていると小さくなるということも

ある程度の数値計算は出来るようになっています。そういう意味で、きちっとした現地調

査と数値計算をやれば再現できると思っています。津波の規模が確定して、どういう地震

が起きて、どういう津波が起こるということが分かれば、今の技術で予測もある程度でき

ると思っています。 

○津波が浅いところに入ってきて、波の性質から流れの性質になってくると、理屈通りに

はいかないようになっていると思っていただいていいと思います。津波と津波が深いとこ

ろでぶつかったら、普通足した高さになるんです。これは独立の波ですからね。ところが、

浅いところに来て変形し出すと、実はそう簡単ではない。浅いところに来ると非常に複雑

な挙動をするということは分かっているのですが、それがすべて解明されたわけではあり

ません。 

○追加で言わせていただけば、やはり浅いところは砕けるというか、そういう性質もあっ

てすごく速い流れになります。そういう意味で、特に海岸から立ち上がったところ、砕け

やすいところが一番危険で、津波の力としては大きいと言われています。 

○先ほどのお話ですけれども、これまでのハザードマップというのは、現実には安心マッ

プだったのです。というのは、ここまでは津波が来るから逃げなさいということで。それ

以外のところはもっと広いものですから、それ以外の人たちは自分たちは安全だ、という

マップとしてもとらえられていたところがあるのです。数百年以上、1000 年単位で来る津

波についての氾濫といいますか、これは計算することができますので、そこまでのところ

のハザードマップを作成しておいて、例えば現実に、今、防災構造物で守れる範囲があり

ますね。そこのところの人たちはうまくいけば助かるというふうに、今までの発想と逆転

しないと、情報を出せば出すほど自分たちは助かるという方向にマップというのはとられ

ます。ですから、基本的に危ないということのメッセージが伝わるようなつくり方をしな

いといけない。 

 そうなると、これまでのように、ここまでは浸水が来ますというマップは逆にとられて

いる。それは精度を上げても一緒なわけで、ですから、今回のような津波を対象としたマ

ップがまず基本にあって、そういう構造物で守れる。この後、国交省からもお話がありま

すけれども、そのレベルがありますので、運がよければといいますか、小さければ守れる

という範囲を特別に示すことは可能だと思います。 

○基本的にそのとおりだと思いますが、例えば沿岸区域があります。浸水想定区域という

看板が至るところにあります。私もしょっちゅうそれは見ておるのですが、私も偉そうな

ことは言えないと思うのは、要するにこの地域は津波が来たときに早く逃げればいいのだ

ろうぐらいのイメージでしかとらえていませんでした。しかし、冷静に考えてみますと、

ここから先は想定浸水区域というところにいっぱい家が建っているんです。想定浸水区域

と言われるところは、みんな平場ですから、家がいっぱい建っているんです。これは一体
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何だったのだろうかということだと思います。 

 今おっしゃられたように、これから一定の想定をして、これから土地利用計画をどうす

るか。これは今までとは違う発想で、多分真剣に議論せねばいかぬと思いますが、想定す

る津波に対して、我々はどういう対策を立てていくか。ハードには限界があります。ハー

ドに限界がある部分をどうやって補完していくか。そういった議論がこれから発展的に行

われていけば、非常にいいのではないかと思いました。 

 基本的にはおっしゃるとおりだと思います。 

○●●委員、今、プレート境界地震の起こり方について新しいモデルを提案していただい

ていますね。これを地震のメカニズムのところにどうやって、例えばマグニチュードの大

きさとか、どの範囲かというところに適用するにはどうしたらいいのでしょうか。今、一

応、数値計算はやっていただいていますね。ですけれども、結局それを適用するにはそう

いうことを決めなければいけませんね。それはいかがですか。 

○震源域を拡大すれば、それに応じて拡大した断層面積、滑り量、周りの物性の硬さ、つ

まり剛性率を用いてマグニチュードは基本的にはすぐ出せます。ただ、その震源モデルが

正しいかどうか、そういう地震が本当に起きるかどうかは別として、震源域を決めれば想

定するマグニチュード自身は出せると思います。 

 それが本当にどれぐらいの間隔で起きるのか。大きな地震ほど発生の確度はどんどん下

がっていきますから、今まで考えていたような既往最大、つまり過去にこれだけ起きたこ

とは確実である、これが繰り返し起きている、という地震とはレベル分けしないといけな

いと思います。過去にこういうものは確実に起きた、現に繰り返し起きている。だから、

今後 30 年以内に高い確率で起きるものをレベル１というか、レベル A とすると、そういう

地震と、私が前にお話したような確度の低いものや、東日本大震災を受けて何百年に一度

しか起きないけれど、確かに過去に起きて今後も起きるかもしれないというレベル、過去

には起きていないけれども、ここまでの規模の地震は地震学的に起き得るというレベル、

これらの異なるレベルは全く別物であり、これらを同系列にしてどれを選ぶかということ

の議論をするのはここでは無理です。地震をレベル１、２、３とかに分けて、例えば一般

の防災対策はこれにする、重要構造物はもっと上のレベルにするというように区別して考

える必要があると思います。 

○わかりました。 

 どうぞ。 

○御関心はものすごくよく分かって、今、どう対応するかということで、600 年先のこと

を考えるのかということになると、また対応が違ってくるということだと思います。 

 私の経験でいうと、実は 2004 年に中越地震に遭いました。山古志村で牛をつり上げてや

ったのですが、その後、一部にはこれでひずみは抜けたという感覚があったのですが、2007

年にすぐにまた中越沖地震というのが来て、二重被災する人も出てくる。だから、過去に

起きた地震、津波、こういったものは全部想定した上でやはりいつ来るか分からぬ。海溝
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型地震で津波が来るというのは限定的かもしれませんけれども、先ほど言われたように、

もっと小さくても局部的に来る可能性があるので、１回来たからもう起きないという対応

は出来ないのではないかと思います。過去の歴史に学んでやるべきではないかと思います。 

○そう思います。津波はそれでいいのですけれども、地震は実は関係ないわけです。距離

で決まりますから、起こる度に近場の建物、あるいは土木構造物は被害を受けますから、

そういう形でやっていかなければいけないだろうと思います。 

 ●●委員、どうですか。 

○今のお話を聞いておりまして、県内での講演では、私はいつも 93 年 7 月にありました北

海道南西沖地震の話をします。今日は資料もあるようですけれども、青苗地区は日本海中

部地震を受けてあらかじめ２m ほど土地を上げておりましたが、それを超える７m という津

波がやってきた。それも夜の 10 時過ぎです。今回よりもはるかに厳しかったのです。地震

の揺れから、わずか７分半で津波が来たのですけれども、2,000 人の住民のうちの 1,800

人が逃げるんです。300m の沿岸から高台へ逃げる。日本海中部地震から 10 年間、斜面を

型枠で整備し、さらに、津波の避難階段も作っていたわけです。停電をして、夜の 10 時半

は、漁村では深夜です。その中で 1,800 人が逃げたというのは画期的な成果であって、私

たちはこのことを忘れてはいけないと思います。このことが私たちのこれからの津波防災

の基本になるべきであって、今日、具体的に説明があるかもしれませんが、構造物があっ

たからではないのです。 

 今回はなぜ昼間で 25 分以上時間があったのに、逃げないあるいは逃げられない人があれ

ほど出てしまったのかというのは非常に不可解で、これからの詳細な調査・分析を待ちた

いと思います。 

○どういう地震のモデル、津波のモデルを設定するかということとは別に、やはり人的な

被害をできるだけ出さないためのプラクティカル、要するに現実的な方針を今回出さない

と、役に立たないといいますか、その点はいかがですか。 

○私も先ほど整理されたフレームでよいと思うんですけれども、そのフレームを利用する

側から見ると、そこに 1 つのヒントがあると思っていたます。私たちは災害を考えたとき

に規模と頻度を考えるのです。ところが、津波の場合には規模というのを範囲と高さに分

けて考えなければいけなくて、今回、避難を進めてきた立場から見ると、避難場所に避難

をしたにもかかわらず亡くなっているというのは相当しんどいことです。それも 1 つの現

実であります。もう片方では、範囲を広くすればするほど空振り感が高まりますから、大

規模になっても避難してくれなくなる。 

 そういう感覚で少し見てみると、どんな地震・津波が想定されるかは別問題として、こ

の地域は津波浸水として対策を考えておこうという非常に広い範囲をある意味では設定し

ておいて、その次に先ほど 50 年とおっしゃいましたけれども、想定的に頻度の高い重点地

域みたいなものを設定しておく。そこは範囲としては狭いけれども、高さは稼げるという

ところを作っておかないと厳しいのではないか。更に海岸部にいる人は避難をして下さい
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というような、最低３つ、できれば４つぐらいの避難パターンにしないと、行政としては

ちょっと受け止め切れないのではないかという気がしています。 

 そういう中で、先ほど●●委員がなぜ避難されなかったのかとおっしゃっていましたが、

いろんなデータが上がってきています。例えば宮城県の内部ですと、ある１つの調査だと、

生き残った方の 68％ぐらいは 25 分以内に避難が終わっています。21％ぐらいの人が揺れ

で反応をしている。24％ぐらいの人が警報で反応している。勧告で反応しているのは 12％

ぐらい。アンドの人もいますから、単純に積み上がっていきます。それから、近所や家族

の人に声をかけられて避難している人もいるのです。 

 そこで問題だったのは、多分、岩沼とか名取に行かれていらっしゃると思いますが、あ

るいは南三陸も同じですが、あそこでどうやって避難をしろというのか。やはり施設とい

う中に避難施設の在り方というか、３分、５分で高さを稼げるような避難道路みたいな施

設も考えないと、避難しろと言うだけでは無理だと思います。実際にチリ地震のときに、

特定の避難場所が整備された四万十市のごく一部に関しては、車ではなくて徒歩でほとん

どの人が避難をしているのです。やはりそういう避難の施設があるということ。そして、

そのような施設があることが津波は来るのだという文化を維持し続けるということにもな

る。 

 今回、田老町が突破されてしまったのは悲しいですけれども、田老町の堤防というのは

防波堤であると同時に災害文化を伝える伝承でもあったのです。やはりそういう避難施設

の在り方というのを、例えば重点地域はそこにつくるとか、浸水地域の可能性があるとこ

ろは、そこはそこで大きくしておくという形の重点地域と浸水地域みたいな、そこを使い

分けないと多分長期的には難しいのではないかという気がいたします。 

○冒頭に申し上げましたように、津波をどうする、地震をどうするということで、今、避

難の問題に入っていますので、ちょっと整理させていただきますけれども、避難というの

は自助努力でやっていただかなければいけないわけで、それに資する情報は基本的に気象

庁なりいろいろなところから出すわけですが、肝心の住民が行動に移していただかなけれ

ばいけないわけで、それに必要な知識というのは、事前にきちっと示しておかなければい

けないだろうと思うのです。あと、逃げるか、逃げないかは結局、本人の問題になってい

きますので、逃げやすいような形にどうするかというのは、これはまた別の問題だと思い

ます。 

 今の御議論を聞いていて、事務局でまとめさせていただきますけれども、地震と津波の

考え方については、これまでデータのあるもの、且つ、かなり周期的に襲ってきているも

のについては、それに対応した対策はきちっとやっていく。そのつくり方も問題になりま

すけれども、とりあえずそういったものはきちっと制御するといいますか、コントロール

するというか、それを超えるものについては、基本的には早く逃げるということで、それ

をきちっと助けるような情報の在り方あるいは施設の在り方を目指していくという方向で

はないかと思うのですが、そういう方向でよろしゅうございますか。文言等は考慮させて
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いただきますが、よろしゅうございますか。 

○基本的にそれでよろしいと思っています。ただ、考え方の整理としては、●●委員が御

指摘されているように、海溝沿いに非常に大きなずれがあって、そのことによっていわゆ

る津波地震が起きたというのが今回の新しい知見ですが、これまでも実は津波地震はあっ

たけれども、それを目の当たりにしたのが今回だったということです。これまでもあった

ことを考えると、海溝に沿った比較的狭い地域で、今回のようなことはどこでも起こると

考えるのが妥当だと思うのです。それが何年間隔かというのはまた別ですけれども、ある

意味、最悪に近い状態かもしれません。それは千島海溝、日本海溝、南海トラフ、ひょっ

としたら相模トラフも入るかもしれませんけれども、そういうところで一応考えて、一体

どうなるのかということは考えておかないと、また同じことを繰り返すのではないかと思

います。 

○ということは、今回、提案する１つの基本メニューの中で津波地震を起こしてきたメカ

ニズムが、例えば●●委員が言っておられるような２段階の割れ方といいますか、そうい

うものが起こっているという可能性がある以上、プレート境界地震については今後まれに

しか起こらないものについて適応するということですね。わかりました。 

○先ほど地震動の方はどうかというお話もあったので、今回は津波が議論の中心だとは思

うのですが、やはり地震動による被害想定とも整合するような、総合的な考え方というの

を整理しておいた方がいいと思うのです。 

 今おっしゃったように、レベル１、レベル２、想定を超えるものに対するというお話で、

それは大変結構だと思うのですが、そうすると、例えば地震動に対しても、今までは多分

レベル２のようなものを想定して、耐震補強をしましょう、耐震化率を 75％から 90％にし

ましょうということを目標に掲げていたわけですけれども、今度想定を超えるものに対し

てはどうするんだということで、先ほど●●委員もおっしゃったように、更に進んで、重

要なものについては基準法ではなくて高耐震化を進めるとか、そういうところも考えてい

かなければいけないのではないかと思うので、併せてそういったところも整理をした方が

よろしいと思います。 

○今、津波のことにフォーカスしていますけれども、建物、構造物の耐震性についても考

慮を忘れないようにという文言でよろしゅうございますね。今、具体的にどうということ

はできませんのでね。 

○これだけ言おうと思っていたのですが、今回の津波の避難ということから考えたときに、

地震動は意外に忘れ去られているところがあって、例えばこれは確認が取れていないので

すが、トラック等が転倒してしまったために道がふさがり、避難できなかったという人が

いたという話があるのです。これは多分、警察に通報があるので、是非、確認いただけれ

ばと思います。あるいはこれもよくわからないのですが、揺れで火災が発生しているとい

う話もあるのです。これもよくわからないのです。あるいは今回の場合には建物が倒壊を

して、避難路を閉塞するという事態も余り言われていないのですけれども、別の地震津波
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では多分あり得るということだと思うのです。 

 そういう面では、津波避難ということを考えても、地震動と建物、構造物との関係とい

うのは整理をしておかないと、避難しなさい、自助ですという話になってしまって、実際

のオペレーションに結び付かない危険があります。今回の地震・津波は１つのパターンで、

実はそうではないパターンもあり得るということで、やはり地震動についてはきちんと議

論をしていただきいと思いました。 

○ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○同じ話になってしまうのですが、東海・東南海・南海の方で考えると、揺れは圧倒的に

強くなりますので、逃げる前に家具が倒れたりとか、あるいは家が倒壊していたら逃げら

れないので、まず揺れのことについてやることが大前提で、家具は止めていないことは許

さないぐらいにしておかないと、逃げるところまでいかないだろうと思います。 

 それから、前々回も少し申し上げたのですが、今までの過去の地震というのは、多分揺

れの被害に基づいてマグニチュードなどを推定しているものが多いので、ひょっとしたら

我々が知っている過去の地震のマグニチュードは見誤っているかもしれないという気もい

たします。ですから、再度、そこら中の資料を調べつつ、過去の地震はどういう大きさの

地震だったのかということを今の知見でもう一度見直さないと、具合が悪いのではないか

という気がしています。観測データとか資料に少し頼り過ぎている部分があるような気が

してならないのです。 

○その辺は注意を喚起するような表現にしたいと思います。 

 また後で議論していただいてもいいのですが、地震と津波のモデル化の件はとりあえず

ここで終わって、次に国交省から海岸堤防の整備状況と被災状況について説明いただいた

後、対策の概要について議論したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

資料説明 

 

○五十嵐砂防部保全課海岸室長 国交省河川局の五十嵐です。 

 資料２に基づきまして、河川局、後ほど港湾局の方から「海岸保全施設の整備と被災状

況について」ということで御説明申し上げます。 

 １枚めくっていただきますと、目次が付いてございます。 

 もう１枚めくっていただきますと、右下に１ページというページが振ってありますけれ

ども、１ページ目から説明申し上げます。 

 まず海岸堤防の話でございます。岩手県から福島県までの地図と棒グラフが付いてござ

います。棒グラフでございますけれども、横軸が標高（T.P.）をとってございまして、縦

軸が岩手県から福島県まで代表的な海岸を抽出しております。棒グラフが計画堤防高、一

部計画堤防高に至っていない状況もございましたので、そこは薄い青になってございます
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けれども、棒グラフの高さが計画堤防高と被災以前の現況堤防高ということでございます。

黄色のプロットが今次津波の堤防付近、土木学会等が痕跡調査を実施しておりますけれど

も、海岸堤防付近の痕跡高をプロットいたしました。ごらんのように、大部分が海岸堤防

を大きく越流しているという状況でございます。 

 その中でも、右上は岩手県の北部でございますけれども、種市海岸と普代海岸を赤く塗

り分けてございます。この２海岸につきましては、河川局が航空写真等から見まして、ほ

とんど背後地被害状況がないあるいは軽微であったということで、赤い囲いをさせていた

だいています。逆にいいますと、それ以外の海岸につきましては、堤防を大きく津波が越

流し、大きな被害を受けたということでございまして、岩手県から福島県まで海岸堤防・

護岸が約 300km ございますけれども、そのうち約 190km が全壊あるいは半壊という状況で

ございました。 

 その中で、海岸堤防は全く効果がなかったのかということも言われましたけれども、一

部減災効果を発揮した事例もあると我々は思っていますので、それにつきまして、右の方

に①～⑦まで効果の事例と書いてございますが、今日は写真をごらんいただきながら、減

災効果につい御議論いただきたいと思います。 

 ２ページ目、減災効果でございますが、２種類にパターン分けさせていただきました。

１つが海岸堤防により減災した事例、もう一つが海岸堤防と他の要因により減災した事例

ということで、例えば堤防を越流したけれども、市街地が海岸堤防から離れていたである

とか、海岸の保全施設と併せて減災効果を発揮したであるとか、そういうこともありまし

たので、一応２パターンに分けて説明させていただきます。 

 ３ページ、まず事例①です。先ほどちょっと申しましたけれども、岩手県北部の種市海

岸でございます。 

 左下の堤防構造図を添付しておりますけれども、種市海岸は 12m の海岸堤防高でござい

まして、痕跡が 9.5m、要するに海岸堤防の下に痕跡があったということで、当然越流もし

ていなかった、被害もなかったというところでございます。ここには記載してございませ

んけれども、今回の痕跡以外にも日々の高潮であるとか、台風による高波に対して、当然

過去この堤防は機能を発揮していたということも確認済みでございます。 

 ４ページ目、事例②でございます。宮城県山元町の山元海岸の事例でございます。 

 航空写真を載せてございまして、右の方が海で、左の方が市街地でございます。この区

間、堤防高が 7.2m でございまして、越流水深が約 5.3m ということで、右の方に筋で海岸

堤防がございますけれども、全半壊をしたということでございます。全半壊につきまして

は、押し波、引き波、両方の繰り返しによってこういう状況になったということでござい

ます。 

 下の方に写真①、写真②を付けてございますけれども、全半壊で一応全部堤防がなくな

ったところと、堤防が頑張って残ったところがございまして、それを残存区間と申してお

りますが、写真①が残存堤防区間の背後の状況写真でございまして、この辺は松林がずっ
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とあったのですけれども、残存堤防の背後につきましては、松林が一部残っているという

状況です。 

 写真②は堤防がこっぱみじんになくなった背後の写真でございますけれども、大きく地

面が侵食を受けて、海岸線が大きく後退したという状況の写真でございます。 

 ５ページ目、事例③でございます。福島市の平海岸でございます。 

 左下の護岸構造図をごらんいただきますと、堤防の上にちょこんとコンクリートの壁が

ございます。これをパラペットと申しておりますけれども、コンクリートの壁を扇状に乗

せている区間でございます。 

 上の航空写真に移っていただきますと、一連の海岸でございますけれども、同じ堤防高

でパラペットが壊れたところと残ったところがございました。海岸の向きなのか、海底地

形なのかは現在把握してございませんけれども、結果としてパラペットが残った区間と破

壊した区間でございまして、当然越流水深には１m の差があるということです。 

 写真をごらんいただきますと、護岸がほぼ健全状況のところでございますと、背後地の

家屋被害は比較的小さい。 

 一方、下のパラペットが全壊した区間につきましては、背後地の家屋被害が甚大である

ということが写真から受け取れました。 

 ６ページ目に移っていただきます。同じく福島県の勿来海岸でございます。 

 ここは堤防６m に対しまして、同じパラペットの形状でございましたけれども、越流水

深が 2.6m、先ほどの海岸よりもちょっと小さいところでございまして、この区間につきま

しては、パラペット護岸がほぼ健全に残ったところでございます。 

 背後の写真をごらんいただきますと、浸水は起こしてございますけれども、背後地の家

屋被害は小さいという状況でございます。 

 一応、今のように事例で申しましたけれども、事例を見ていきますと、仮に越流したと

しても粘り強く施設の効果が発揮できるという構造物を今後造る、ちょっとした工夫でそ

ういうものを造っていくことが重要だと思います。これは私個人の感想でございますけれ

ども、そういうことを受け取りました。 

 ７ページ目でございますが、ここからが海岸堤防と他の要因により減災した事例という

ことでございまして、岩手県の普代海岸でございます。 

 右下に水門を載せてございますけれども、水門の天端が 15.5m に対しまして、越流水深

が 7.2m、相当大きな越流を受けましたが、この水門は耐えたということで、越流した後、

津波の勢いが相当減勢し、更に市街地も海岸から離れたところにあったということで、普

代村につきましては、市街地に大きな被害がなかったという状況でございます。 

 ８ページ目でございます。宮城県仙台市の深沼漁港海岸と仙台海岸でございます。 

 下が海岸で上が陸側ということで、海岸堤防が大きく全半壊しましたけれども、写真の

中に仙台東部道路と書いてございますが、一部盛土区間で、一部ボックスカルバートとか

高架部分があって、そこから津波が陸側に押し寄せましたけれども、写真を見た範囲では
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内陸側では浸水被害はあるものの、被害は比較的小さいという状況が見てとれました。 

 ９ページ目でございます。最後の事例でございますけれども、先ほどちょっと出ていま

した山元海岸でございます。 

 ここも同じでございまして、国道６号も盛土タイプの国道でございまして、海岸堤防が

全半壊いたしましたけれども、それを乗り越えた浸水が盛土で一応止まって、河川が通っ

ていましたので、河川から若干溢れましたが、内陸側では浸水被害はあるものの、被害は

比較的小さいという状況が見てとれました。 

 河川局からは以上でございます。 

○大脇技術企画課技術管理室長 続きまして、港湾局でございます。 

 10 ページ目から御説明申し上げます。港湾関係、防波堤の被災状況について御説明申し

上げたいと思います。 

 10 ページ目の上の方に地図と表をお示ししてございます。各港ごとの防波堤の総延長、

そのうち何らかの被災を受けた延長というものを右肩に書いてございます。八戸港から鹿

島港まで合計いたしますと、約４割強が何らかの被災を受けたという状況でございます。 

 防波堤の被災でございますが、下の方に３つ写真を載せております。 

 ①上部工の破損、上のコンクリートが破損する。 

 右肩、コンクリートのケーソンと呼んでおりますが、四角い箱でございますけれども、

これが波で押されて傾斜をする。 

 ③基礎マウンドからそういったものが転倒して、水没をしてしまっている。 

 こういうような事例がございます。 

 11 ページをごらんいただきたいと思います。代表的な例としまして、釜石港の湾口防波

堤の被災状況について御説明を申し上げます。 

 左上の方にずっと写真を載せております。津波が来襲し港内の防潮堤を超え、引き波が

行った後の写真を載せております。 

 防波堤を港の内側から見た断面図というのを右上に掲げてございます。基礎石のマウン

ドと呼んでおります基礎の上にケーソンを並べてつくっております。 

 被災後でございますが、その下にカラーで上から見た絵をお示ししてございます。小さ

くて恐縮ですが、赤で四角く囲っているものが基礎捨石のマウンドの上に乗せているケー

ソンの状況をお示ししております。マウンドの下に転がり落ちているものもあれば、その

ままの状態で頑張っていた部分もございます。 

 下の左の方に被災のメカニズムをお示ししております。津波が来襲したときに防波堤の

内側と外側で最大 8.2m の水位差が生じたであろうと推測しております。この水位差のため

にケーソン全体が押されたということと、目地と呼んでおりますが、ケーソンとの間の細

い隙間から強い水の流れが生じて、洗掘といったことで基礎が洗い流されてバランスを崩

してケーソンが転倒したといったことが被災メカニズムかと推定しております。 

 右の下の方には、防波堤があった場合、なかった場合につきまして、シミュレーション
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で比較をして、一定の効果があっただろうということをお示ししてございます。 

 12 ページをごらんいただきたいと思います。「『粘り強い』防波堤の構造のイメージ」と

タイトルをつけさせていただいております。 

 上段の点線の資格で囲ったところをごらんいただきたいと思いますけれども、釜石の防

波堤につきましては、設計当時、明治三陸津波を想定した津波にしてございます。ただ、

この防波堤は津波だけではございませんで、台風あるいは冬季風浪の厳しい波浪条件も考

慮してございます。むしろそちらの方が外力としては非常に強い外力と設定をされており

ました。 

 点線の囲みの中では、それぞれ計算の方法が少しずつ違いますけれども、水平波力と書

いてございます。1,135kN/m と書いてありますが、設計で最終的に使った波の力を真ん中、

左側が想定した津波、右側が今回の津波でこれだけの波力があっただろうということで書

いてございます。 

 こういったことと、先ほどごらんいただきました今回の津波でもケーソンがそのまま残

っているところもございます。そういうことを踏まえて、上の方に図が書いてございます

が、ケーソンの右肩に嵩上げと赤く塗ってございます。こういったところを補強してやる

ことによりまして、ケーソン自体がずれても、多少めり込みながらも粘り強く持ちこたえ

るのではないかといったことが可能ではないかと考えております。 

 一番下は参考まででございますが、GPS の波浪計によります情報をお付けしてございま

す。10 分ほど前に観測をいたしまして、気象庁では津波の警報の引き上げに使われたとい

うことでございます。 

 簡単でございますが、以上でございます。 

○河田座長 ありがとうございます。 

 それでは、続いて事務局の方からどうぞ。 

○越智（事務局） それでは、資料３について御説明いたします。 

 「これまでの津波被害軽減対策の概要」という資料でございます。 

 １ページをお開きいただきたいと思います。ここの図表は、これまでの被害軽減対策を

現在の防災基本計画と、地域防災計画における津波対策強化の手引きというものがありま

すので、それを基にして整理しております。その構成要素として、大きく３つに分かれて

います。 

 １つ目は、「防災体制」です。そこに書いておりますように、「防災組織の整備」が不可

欠であるということですが、今般の震災では自治体庁舎などに壊滅的な被害が出まして、

機能不全に陥ったところが相当見受けられたということでございます。 

 それから、「津波警報等の伝達、情報通信体制」、「避難対策」、それから右の方に移りま

して「防災知識の普及・啓発」、「防災訓練」、それから「応急体制」といったようなことが

挙げられております。 

 ２つ目としまして、「津波防災の観点からのまちづくり」であります。「津波に強い土地
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利用」として、土地利用の誘導とか、それから土地利用計画をどうするか。防災施設の整

備とか、保全や交通インフラなどの取扱いについても挙げております。また、沿岸部に立

地しております施設の安全性向上などでございます。 

 それから、３つ目でございますが、これは先ほど御説明がありましたように海岸堤防や

防波堤などの保全施設等の整備とか、それらの耐震化、施設の遠隔操作などがございます。 

 それでは、幾つかのポイントについて２ページ以降で御説明申し上げます。 

 ２ページは、津波観測監視体制の状況であります。左側の図は津波情報の観測状況で、

気象庁がこれらの観測結果に基づいて全国 184 地点で津波の観測値を発表しております。

右側は「地震計等によるリアルタイム観測監視体制」であります。海域でのリアルタイム

観測は 42 か所あるようですが、沖合海域では東日本太平洋沿岸、四国沖、日本海側など、

いずれも観測監視の空白域が大きいということがわかります。 

 それから、３ページをお開きいただきたいと思います。左上には津波警報等の情報伝達

の経路が書いてあります。その下には、その情報を伝えるための伝達手段、今あるものを

書いてございます。一見すると体系的な仕組みになっているようですが、今回の大震災の

状況を振り返りますと、それぞれの図の右側に当たる部分ですけれども、住民側に近い部

分でどれだけの情報が、その内容と精度を持って伝えられたのか。あるいは、伝わるよう

になっているかということをハード、ソフトの両面から改めて検証し、その対策について

考えていく必要があると考えてございます。 

 それから、次に４ページであります。津波警報や避難指示等の情報を聞いて、住民が避

難場所や高台に避難するには、避難するための道路を確保する必要がある。先ほどもその

ような話が出ておりました。ここに２例ほど挙げておりますが、上の方で岩手県の岩泉町

の地区では２年前の 2009 年に避難路として避難階段が設置された。今回の津波で校舎、体

育館、校庭などが浸水しておりましたが、この階段ができたお陰で 88 名の児童全員が無事

に避難できたとお伺いしております。日ごろかららの備えが命を守った事例と言えます。 

 左下に棒グラフがあります。これは、避難路の整備への全国での取組み状況を示してお

ります。避難路整備を計画しても、その取組みは７割程度であるというようなことであり

まして、これからもっともっと積極的に取り組む必要があるということでございます。 

 次に、５ページをお開きください。これは、津波避難ビルの指定状況を示しております。

平成 22 年３月時点の結果でありますが、全国で約 1,800 所余りでありまして、公的施設と

民間施設がおおむね半分ずつになっております。 

 また、右の方のグラフを見ますと、地域別にですが、東海地域や四国地域にそのウェー

トが大きい。この両地域で約半分を占めておるわけですが、これは今までの東海地震とか

東南海・南海地震に対する取組みが積極的に行われている表れかと思われますが、今後の

南海トラフでの地震の切迫性、津波の切迫性を考えますと、より一層の取組みが必要だと

思われます。 

 また、過去の津波以外の歴史を踏まえて見ると、東北地方が意外とこの津波避難ビルの
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整備は少ないというようなことです。それ以外の地域においても津波に備えた対策として

実践していく必要があると考えております。 

 ６ページを開いていただきたいと思います。「津波ハザードマップ」の作成と「防災訓練」

の全国での取組み状況を示しております。右の円グラフを見ていただきますと、いずれも

全国では半数程度の取組みで、これを 100％目指して実行していくということでございま

すが、ハザードマップがなければ防災訓練などは行えませんし、あったとしても訓練など

を行わなければそのマップの内容を確認する機会がありません。避難する場所はどこかと

いった情報も、住民に届けることはできないというわけです。結果的に、津波被害は軽減

されないということになります。防災に関する情報や知識が、訓練などの実践活動を交え

ることによって大きな効果を発揮することは言うまでもありません。 

 ただし、想定であるハザードマップを過信してはいけないという反省もありましたし、

これらの避難ツールの意味とか内容も十分に説明していく必要があるということです。 

 なお、このハザードマップについては今後の津波対策の方向性が導かれた段階で、その

つくり方や内容についても見直していく必要があるということであります。 

 次に、７ページでございます。防災教育への取組みです。今回も、釜石市においてはこ

の津波防災教育が進めてられていたことで大きな成果を挙げた事実がございます。学校教

育の中で継続的かつ効果的に防災教育を行うための取組みが日頃からの備えとして、また、

その考えを伝承していくためのシステムが大切であるということが立証されたわけであり

ます。そのような防災文化を次々と世代に継承していくための取組みということで、津波

防災教育は必要であるということでございます。 

 それから、８ページは行政の取組みとしての避難計画の作成の状況を挙げております。

右の円グラフにありますように、全国を見れば過半、今回の３県を見れば３分の２の自治

体で作成されておるようですが、より具体的で実践的な内容となっているのか、改めて確

認して適宜見直し、あるいは改善をしていく必要があるということであります。いつ、だ

れが、どこからどこへ、どのようにといった内容が、より具体的に示されるのがキーかと

思われます。 

 それから、次の９ページをごらんいただきたいと思います。９ページと 10 ページは、津

波防災の観点からのまちづくりの例として挙げております。 

 ９ページは、過去の災害を教訓にして土地利用に制限をかけた事例が４つほど、小さい

字ですけれども、上の方の４行目、５行目辺りに書いております。北海道で２例、それか

ら愛知県、宮城県でそれぞれ１例ずつ、地震津波を対象にしたものと台風で土地利用制限

をかけたということでございます。具体的には、建築基準法 39 条の災害危険区域の指定を

行ったということです。建築制限で規定しているということで、名古屋と奥尻の例をそこ

に挙げてございます。 

 それから、最後に 10 ページでございますが、集団移転の取組みの過去の事例でございま

す。これは、大震災でも大きな被害を受けました三陸地方で 1896 年の明治三陸津波、それ



24 

 

から 1933 年の昭和三陸津波で集団移転とか分散移動が行われております。 

 しかしながら、一番下に小さい字で表が書いてありますが、明治三陸津波で高台に移っ

た後も漁業を生業とする人々が日常の不便から、あるいは他の地域から被災地、低平地の

方に移住したというようなことで、また昭和三陸津波で被害を受けているということでご

ざいまして、このような歴史が再び繰り返されないようにすることが肝心で、今回の復旧・

復興に当たっても十分に留意しなければならないポイントかと思います。 

 以上で説明を終わります。 

○河田座長 ありがとうございます。 

 今、今村委員がお見えですので、今日、資料を出していただいたので説明いただけます

か。 

○今村委員 それでは、引き続きまして資料の４を説明させていただきたいと思います。

本日の議論の参考になればということで、説明を始めさせていただきます。 

 １ページめくっていただきます。これらは現在、土木学会等で議論している内容を御披

露するものでございます。 

 まず、「減災社会の構築に向けて」ということで基本理念を示しております。今回のよう

な巨大災害に対して、極めて甚大でございますけれども、基本的に「国民の生命と財産に

大きな影響を与えることなく、国土・環境・生活を護り、社会・経済・文化の活動を停滞

させないこと」、これを基本理念としてうたっております。 

 それでは、このような巨大津波災害でどのような対応（減災）をしたらいいのかという

ことで３つ挙げております。 

 １つ目はやはり減災ということで、被害影響をできるだけ最小化すること。 

 ２つ目、現在想定をしておりますが、それを超えるような災害への対応、特に設計での

計算値を超える外力への対応、これを挙げております。 

 ３つ目は既に国等でコンセンサスを得ていることだと思いますが、ハード面だけでは限

界でありまして、社会での合意を形成した上で地域に応じたさまざまな対応をする。防災

教育、先ほどのハザードマップ、それによるリスクの評価と周知、または災害時、発災時

での避難、または救急対応ということになるかと思います。 

 現在、議論している中で重要だと思われますのが、この津波外力のレベルにあります。

現在、２つのレベルを想定しております。１つ目は津波減災レベル（レベル２）というこ

とでございます。２つ目が、津波防護レベル（レベル１）というものになります。レベル

２がいわゆる巨大災害でございまして、ここで考えなければいけないものになります。 

 既に地震動においてレベル１、レベル２の考え方がございますが、場合によってはどち

らがレベル２でどちらが１かわからない。規模はどちらが大きいかわからないということ

がありますので、日本語を最初に持ってきております。津波減災がレベル２でございまし

て、巨大災害ということになります。 

 目安の発生頻度というのも重要でございます。前回におきましても地質学的な研究、ま
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たは古文書的な研究がどこまで進んでいるかを御披露し、ディスカッションされたところ

であるかと思いますが、やはり発生頻度というものを考えると 1000 年以上のものをきちん

と評価するのは難しいだろうということで、目安として 500 年から 1000 年というものを挙

げております。ここでの考え方は、最低限人命を守る。これは、先ほどの減災になります。 

 総合津波対策において重要なのは、ここに書いてございます津波減災のための戦略プラ

ン（マネジメント）になるかと思いますが、それをきちんと構築すること。そこで最悪の

シナリオをきちんと作成し、それに応じたまちづくり、空間的なリスク評価と、先に書い

てございますが、それを踏まえたまちづくりが大切だということになります。 

 緊急課題は、ここに書いてあることになります。 

 その次に、レベル２の中でもやはり施設で守る防護レベルという設定が重要になるかと

思います。これは従来、言われているハードでございますが、頻度としまして数十年から

百数十年に１度というのが目安になるだろうということになります。 

 ここでの頻度は地震による津波を想定しておりますが、例えばチリ津波のように地震動

はなくても沿岸部にくる津波、または火山性、または地滑り性の津波が地域によってはあ

るかと思います。すべての津波に関して、ある特定地域を決めて何年に１回という頻度を

決める必要があるかと思います。ここでの頻度というのは、あくまでも津波のイベントに

対応するものでございます。 

 ここでの防護において、やはり人命及び財産をきちんと守る。ハード対策、海岸保全施

設の新設、または強化というものが必要になるかと思います。 

 ただし、海岸線をコンクリートの壁などで守るだけではなく、自然力の利用や多重防御

ということで、さまざまな二線堤、三線堤などに対応する必要があるということをうたっ

ております。 

 総合的津波対策としては先ほどの、特にここでは堤内地の浸水を防止するための計画と

設計で、設計におきましては越流しても粘り強いというのがキーワードになっているかと

思います。 

 本日は、この１ページを説明させていただきます。２ページ目以降は、関係学会で「津

波特定テーマ委員会」というものが立ち上がり、月に１回程度、報告会を行わせていただ

いておりますので、今の御披露させていただいた項目に関する追加資料ということになり

ます。後で見ていただきたいと思います。 

○河田座長 ありがとうございます。 

 それでは、今４人の方から説明いただきましたので、まず質問の方から受け付けたいと

思います。どうぞ。 

 

審 議 

 

○私が質問したいのは、国交省の御説明にありました海岸堤防の被災のお話なのですが、



26 

 

お話を聞いておりましてなるほどと思うところもあるんですけれども、堤防が残っていた

から被害が結果的に防げたというのは正直言って当たり前でございますね。そのためにお

造りになられているからだと思います。 

 そうなると、すべて見せていただきますと、計画していたものよりも高く津波がきてい

るわけですから、ではなぜこの堤防たちが役目をそんな中でも果たすことができたのか。

それ以外のものは、では果たせなかったのかという分析もされているかと思うのですけれ

ども、そこを教えていただかないと意味はないかなと思います。 

 こんなふうにきつく申し上げる理由なのですけれども、やはり地元の住民の方のお話を

聞いていますと、かなり堤防に対しての依存をしていて、これで大丈夫だろうという思い

が強かったと思うのです。ですので、こういう説明を繰り返されると、住民の方としては

どう判断していいか。では、残ったからよいのかというような御判断になるのではないか

とちょっと心配して申し上げる次第です。 

○資料２の１ページのところで、300km の中の状況を調べました。それで、この計画堤防

高と、それに対して黄色の今回の津波の大きさというところで、この辺で実態としてはほ

とんどが全半壊ということで、効果という言い方ではなくて、一部全半壊しながらも粘り

強く残った堤防については、背後の被災状況を見ると少し減災効果があったのかという御

説明をさせていただいたということです。 

 それで今、レベル１、２という話がございましたけれども、正直言ってこの計画堤防高

で設定してそれなりの今までの理屈はあったのですが、今回の 500 年とか 1000 年に１回の

津波を経験したときの、ハードの限界というものも我々はよく分かっていまして、この場

の議論であるとか土木学会の議論を受けながら、今後どうするかということはよく検討し

ていきたいと思っています。 

○ありがとうございます。蛇足ですけれども、ここに TP という言葉が付いているのは東京

パイルと言って、これはオランダ語なんです。パイルというのは英語ではないんです。基

準という意味です。東京湾中等潮位ですから、過去 30 年間の東京湾の平均海面の高さだと

いうことで、東京湾の平均海面状態がどのくらいの高さになっているかということですの

で、底のところの平均海面ではないので誤解のないように、例えば大阪だと OP というもの

がありますし、いろいろなところで基準面が決まっておりますので、絶対的な高さではな

いということだけは御承知おきいただきたいと思います。 

○一言だけですが、私としてはどうして粘り強かったかを聞きたかったんです。なので、

もしたまたまという御回答であれば、それはとても科学的ではありませんし、ここで発表

される必要があるのかなと思ったということでございます。 

○大変厳しい御指摘で、だから粘り強かったのではなくて壊れるはずのものが壊れなかっ

ただけなのですよね。もともと壊れても当然のものが、たまたま残っていたということだ

と思います。 

 ちょっと釜石の堤防で聞きたいのですけれども、ケーソンは滑動で引っくり返ったんで
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すか。転倒じゃないんですか。 

○基本的に滑動しております。滑動した先に、もうこの基礎マウンドの端に至ったところ

は転倒しております。海底にも出ています。 

○なぜそんなことを聞くかと言うと、こんな歯止めみたいなもので大丈夫なのですか。あ

るいは、やはりケーソンは水没しちゃって、軽過ぎるんですよね。ですから、中込めのも

のを砂ではなくてどこかの島をつくったときのようなもっと重いものを入れないと、これ

は 1 函 3 万 6,000t くらいありますよね。世界最大のケーソンがこんなに簡単に動くという

のが、こんなつっかえ棒みたいなものを底に付けるだけでいいのか。その辺の議論はちゃ

んとやっていただいているのでしょうね。 

○その点につきましてはしっかりした検討も必要ですけれども、先ほど御説明申し上げま

したが、この資料の 11 ページにございますように、すべてのケーソンだけでなくて、今、

たまたまというお話もございましたけれども、この防波堤のうちの南側のところ、一番深

い部分ですが、ここはほぼ元の形で残っております。それで、北の方は歯抜け状態でぼろ

ぼろといっております。 

 それで、御指摘のとおり、このケーソンは箱だけで１万 2,000t、中の砂を入れますと約

３万 t という重さになりますけれども、これに先ほど御説明申し上げましたような防波堤

を上回るような波がきて、それで外側の水位と内側の水位の差が８m くらいになっただろ

うと推定していますけれども、これを静水圧の差で落ちたというふうに仮定しますと、大

体、動くか動かないかというくらいの感じだったというところでございます。 

 勿論、今後いろいろ実験なども必要ですけれども、防波堤のケーソンが壊れていく過程

も、一気にどんと飛ばされるという感じではなくて、通常の波でも徐々に徐々に押し出さ

れていくという形になります。その際に、このポンチ絵がございますけれども、マウンド

の基礎のところがまだ基礎の端までいかないところにめり込んで何とか止まっているとい

うような状態もございます。 

 そういった被災の事例もございますし、完全に壊れていないけれども、何とか防波堤と

しての機能はまだ保持できるような状態というのは、こんな工夫によってできるのではな

いかと考えているところでございます。 

○ありがとうございます。どうぞ。 

○国交省の説明に関して、これから大津波を迎える西南日本でございます。例えば、須崎

の 2,000億円かけるという防波堤は東京港の平均朔望満潮位からプラス４mです。それで、

200m、300m 空いているのですね。今、議論されているのは 10m の勿論ハードがあったわけ

ですけれども、これはどういう効果があるのでしょうか。 

 それから、これは昭和南海地震クラスとずっと地元では言われ続けてきたのですけれど

も、地震学会で次の津波レベルが昭和という話は一回もなかったはずなんです。どうして

こういう齟齬が発生してしまっているのか。これは本当に住民が戸惑っているわけで、こ

のところはやはり次に受ける側としては大変気になるのです。 
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○確かに、須崎港におきましても同様に津波防波堤というものを整備しております。それ

で、その際に想定した地震、想定している津波というのは釜石港同様ございます。それが

今回の、この地震を踏まえ、今後この中央防災会議での御議論によってどういう風に見直

されるか。これは、今後また必要に応じて見直していかないといけないなということは思

っております。 

 それからもう一点でございますけれども、津波防波堤の場合、この防波堤だけで守ると

いう考え方ではございませんで、防波堤とその内側、港の中の防潮堤というものがござい

ます。例えば、釜石の場合も外に津波の防波堤があります。それから、内側にはプラス４m

の防潮堤がございます。この大きなたらいといいますか、ここで一旦水位の上昇をゆっく

りさせる。あるいは、流れをゆっくりさせる。波を低める。そういったピークカット効果

というものをねらっております。 

 こんなことを合わせて想定した津波に対して、周期も含めてどういう効果があるかとい

うことを検討した上で整備をさせていただきます。 

 勿論、港ですので防波堤は全部閉じているわけにはいきませんで、一定の開いている部

分がございます。開いている部分はございますけれども、この開いている部分から港の中

に入ってくる水の量を抑えてあげるということで対策を講じている。必要に応じて見直し

をしていかないといけないと思っております。 

○ありがとうございました。台風とか、冬の高波というのはある程度の効果があるという

のは観察してもそれはよくわかります。ただし、津波に関してどれほどの効果があるかと

いうことは実感がなかなかできません。今回に関してもそうですね。 

○この堤防で重要なのは、こういう効果があったというのではなくて、なぜ転んだかです。 

 それで、堤防をやるときに釜石でも何でもいいですよ。あのケーソンの防潮、防波堤を

つくったときに、波が越えるということを想定しているのか、想定していないのか。想定

しているとしたら、何 m の想定をしていて安定計算をどうしているのか。そういった分析

が全然されていないのです。 

 堤防も、例えば５m、越流水何 m ならば何 m でいいです。何 m の想定をしたときに、今度

は越流水が射流になるからものすごい勢いがついて洗掘するわけです。洗掘に対してどう

考えていたか。 

 これは堤防だから想定外のものがくるということで、想定外、想定外と言うのですが、

設計高さを越えたものが来るというのはある意味では自然現象だからしようがないです。

そのときに、今回の、例えばケーソンだって 2,000 億かけたものが簡単に転んだわけです。

早い話が、第１波で転んだ。そのときの当初の設計の基準と今回のものとどこが変わった

のか。こういうところでちゃんと報告しなくちゃだめです。 

 河川堤防、宮城県の堤防もそうです。こういう津波がきて、ここにつっかえ棒でも何で

もいいです。薄いコンクリートでも何でもあれば、それはそこの中で減災されるから、津

波の高さが 12m で来ていたものが 11m になりますよ。ないよりはあった方がいいに決まっ
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ているんだから。 

 問題はそういうことではなくて、今回の堤防の中にどういうことを想定してこんなに転

がったか。あなた方、技術屋の中で最初に気にしなくちゃならないのはこのことです。自

分たちの仕事に対しての堤防であって効果があったとか、そんな話ではなくて、自分たち

の設計したことについていかに間違っていたかということをちゃんと検証しないとだめで

す。 

 それから２つ目、堤防がこれだけの高さであったものが地域の中でどれだけの、例えば

田老町などはそうですけれども、先ほどの●●委員にも関連しますが、地域の中では堤防

があるがために逃げなくてもいいと思っていた人がたくさんいたはずです。それが、堤防

と、要するに全体の防災効果の中でどういう関係があったのか。これは国交省の中で検証

というよりも我々の方で検証しなくちゃならないかもしれませんけれども、これも重要な

問題だと思います。 

 何回も言うけれども、波が来て、ここにこういうつっかえ棒があって、これは何らかの

減災効果があるというのは当たり前の話です。全くないなどということはあり得ないから、

それは水が来て例えばここにつっかえ棒があったのとないのとで、波の高さが何 m に下が

りました。洪水到達時間は何分下がりました。それは一つの資料としてはいいけれども、

こういう会議の中でこういう資料を出してどういう意味があるかという話です。 

 これは何回も河川局に言ったけれども、効果があったとか云々などというのを宣伝する

のが今回の検証の目的じゃないです。そういうことで、次に当初の海岸堤防の想定で何が

違っていたのか。これをちゃんと出してください。 

○では、どうぞ。 

○申し訳ございません。先ほどの資料の中の 12 ページに１点だけ、釜石の防波堤につきま

しては想定をしていた津波の高さ、これは先ほど●●委員から御説明がありました TP でい

きますと 4.8m という想定をしておりました。今回はそれをはるかに上回る TP の 10.8m が

きただろうというふうに推定しておりまして、はるかに大きくなっているということでご

ざいます。 

○どうぞ。 

○釜石の防波堤の話でございますので、地元からも一言お話をさせていただきます。 

 まず、釜石の防波堤につきましては、我々としてはこの防波堤のお陰で非常に多くの尊

い命が守られたというふうに評価をしております。もしこの防波堤がなかったら、町の大

半は壊滅をしていただろうということと、それから湾内の各集落、漁村ももっともっと大

変大きな被害があっただろうと思っております。そういう意味では、先ほどの効果という

点では非常に高い効果があったと思います。費用対効果という面ではどうかはわかりませ

んけれども、今回の津波での効果はあった。 

 ただ、なぜ壊れたかという技術的な面については、我々は専門的な見地ではわかりませ

んので、先ほどおっしゃっているとおり、改めてそういった技術的な面をよく検証してい
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ただきながら、より粘り強いと申しましょうか、強い防波堤を是非つくっていただきたい

と思っていました。 

 それから、防波堤があるがゆえに避難をしなかったとか、あるいは避難をしなくてもい

いというふうに思っている地域の住民がいたのではないかという話でございますが、その

とおりだと思います。大方の地域の皆さんもそうした発言をしている方が何人かおります

し、我々の地域も無意識に心の中に、もしかしたらそういうところもあったかもしれませ

ん。 

 したがって、これは防波堤がある、あるいは防潮堤があるとか、ないとかという話とは

また別に、要は防波堤が高くなればなるだけ、地域のそういった人の危機意識がそれに反

比例して低くなっていくという状況にはあるのだろうと思います。ですから、それとは別

にそういった防波堤の効果と、それからそれに対応した地域住民の皆さんの津波意識をど

う持つかというのはまた別な問題だと思っていました。 

 そういう意味では、そこのところは我々の責任できちんと住民とのリスクコミュニケー

ションをもっともっと高めていかなければならないと反省をしているところでございます。 

○今回、海岸構造物がつぶれた状態を見たら、やはり全部中途半端なつくり方をしている

のですね。それは、考え方は頭の中で出来ているのですが、結果はつぶれるか、つぶれな

いかということしか出てこないので、そのプロセスが分かってもやはり効果がなければ困

るわけです。 

 ですから、例えば先ほど●●委員から御質問があったように、須崎の南海地震の湾口防

波堤というのはマグニチュード 8.0 を想定してつくってあって、そこまでは守れるけれど

も、それ以上のものはハザードマップである程度危険なところが分かっているから逃げな

さいというふうな、頭の中で考えているプロセスなんです。それで、住民はその防波堤が

できることによってもう守れると思うんです。まして想定外のものがきたら、防波堤自体

が壊れてしまうなどというようなことは考えも及ばないので、そのギャップで非常に大き

な被害が出ている。 

 ですから、これはこの後いろいろ議論するのですが、構造物によってどこで守るかとい

うのはきちんと守れないと意味がないのです。要するに、それが 50％効果があったという

のでは困るのです。 

 というのは、田老がそうじゃないですか。田老の防波堤というのは 10m あって、明治三

陸が来たら必ず越えるということは事前に分かっていて、住民もそれを知っていたのです。

ところが、年々避難訓練に参加する住民が減って、結局今回は田老地区がほかの地域より

もたくさん亡くなっているのです。そういうことを考えると、やはり想定するというのは

よほどの覚悟をしないと、安易に設計基準なんか決めてしまったらとんでもないことにな

るというのが今回の教訓だと思うんです。 

 ですから、ハードでどこまで守るかというのは中途半端なことでは困る。どこまで守る

か。例えばレベル１の 50 年だか 100 年にくる津波に対処するのであれば、それはきちんと
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守るようにつくらないといけない。それで、現行の国交省の持っている津波防波堤とか海

岸護岸、あるいは防潮堤は、それに対してつぶれては困る。 

 それに対してつぶれては困るというのは、これを越えるものがあってもつぶれては困る。

それがつぶれなくて 50％の効果を発揮するような生半可なものでは、住民は死んでしまう

ということです。 

 ですから、ハードで守るのであればきちんと守る。それで守れないのならばやはり逃げ

なければいけない。こういう非常に単純なやり方でやらないと、住民は理解できない。技

術者は頭の中で理解できますが、住民は理解できないと思うのです。 

 それで、大分、長く続きますので、たばこを吸うとか、あるいはトイレに行きたいとい

う方がおられますので、４時５分まで 10 分休憩したいと思います。その後、議論したいと

思いますので、よろしくお願いします。 

（休憩） 

○それでは、議論を再開したいと思います。 

 先ほどから申し上げていますような津波被害軽減対策についての基本的な方向性を出し

ていかなければいけませんので、議論をしたいと思います。いかがでございますか。どう

ぞ。 

○提出をいただいた考え方のまとめていただいたレベル１、レベル２の考え方は極めて合

理的だと思っています。 

 それで、質問ですけれども、これは全部レベル１、レベル２で分けるのか、例外施設は

あるのか。具体的に言うと、原子力発電所です。原発の場合はレベル２で、発電所の中で

人が逃げれば OK ということでいくのか、いかないのか。これは例外がありますということ

をあらかじめ明示するのか、しないのか。この辺りはどう考えたらいいのか。津波とか建

物の専門家の先生方もおられるので、考え方を教えていただければと思います。 

○どうですか。 

○ここで明示しておりませんが、やはり原子力発電所は例外になります。超重要度施設で

すので、全体としては恐らく 106、10 万年とか 100 万年に１回のリスクに対応するという

ことでございますが、実際の地震・津波はそこまではいっていないですけれども。 

○ということになると、1000 年に一遍ではなくてもしかして 3000 年に一遍の津波も考慮

してやるべきだという考え方になりますか。 

○ちょっと年数は言えませんが、このレベル２を上回るような考慮は必要だと思います。 

○そのときに地震の方からそういうデータはもらえるのですか。私たちは津波の方では幾

らでもできるのですが、本当かと言われたときに、地震学のやはりサポートが要るじゃな

いですか。今までは地震の方からいただいたもので計算していたからそれでよかったので

すが、例えば１万年に１回のものは津波はできると思うんですが、本当かと、地震の方か

らそんなものはあるのかという議論が出てきたときにちょっと困りますね。その辺はいか

がですか。 
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○現在、確率的評価ということで PSA 手法などを含めて地震で先行していますので、そこ

できちんと評価をしていただければ、津波の方も準じてできるのではないかと思います。

確率的なものを入れないと難しいと思います。 

○●●委員、その点はいかがですか。 

○質問になかなかお答えするのは難しいのですが、地震の方からやはり科学的根拠を持っ

て言える、言えないは出てくると思うのです。それで今、●●委員が言われた PSA、確率

で評価する。だけど、津波の方も確率で評価するというのは事例が少な過ぎて、なかなか

確率になじまないんですね。過去２例しかないものを、過去２回とも 5m なのに 10m を想定

した確率はどうだなどと言ってもなかなか計算できないので、やはり科学的な根拠をもっ

てそのような地震なり津波が起こるということが言えないと、私から個人的には起きます

とは言いにくいですね。 

○原発が最初に開発したころにラスムッセン報告というものが出ていますね。あのときに、

発生確率については原発の事故というのは 10－６から 10－７になっているじゃないですか。 

 どうしてそういう確率の概念がこういう地震とか津波のような外力に適用されずに、単

にいわゆるメカニカルな人為エラーというか、こういうものにしか適用されていないとい

うのは、これはアメリカのような災害のポテンシャルが地域的に非常に偏在していて安全

なところでつくるという前提であればいいのだけれども、日本なんて安全なところはあり

ませんので、そこで人為的なトラブルだけで安全基準を決めているところにやはり問題が

あるんじゃないでしょうか。その点はどうですか。 

○私が答えていいかどうかわからないですが、今回の IAEA の評価においても津波のいわゆ

る想定が低かったというのは御指摘いただいていますし、今朝、青森県の評価委員会等で

もそういうような状況を検討しております。 

 ただし、基本となるのはやはり科学的なデータであって、確率的評価手法を入れたとし

ても何らかの形で合理的な評価方法がないとなかなか進めないというところは同じだと思

います。 

○ですから、それは起こったときの被害の大きさを前提にしないと。起こる、起こらない

という確率の問題ではなくて、起こっては困るわけですから、起こっては困るという前提

でいろいろな議論をしておかないと、確率が小さいから起こらないのではなくて、確率が

あるということは起こるというふうに考えなければいけない。そこのところはやはり普通

の構造物ではないので、ちょっとレベル１、レベル２のスタンダードにはなじまないもの

だというふうに理解していただいていいと思います。 

 そのほか、いかがでございますか。●●委員、どうぞ。 

○１万年の話が出ましたので、活断層では活動間隔が１万年のものがあるのです。ですか

ら、海底活断層では１万年繰り返すとはっきり言えるものがあります。特に日本海ではた

くさん海底活断層がございますので、十分調査ができていないところはありますけれども、

調査さえすればこの活断層は１万年でマグニチュード七・幾つの地震を起こすということ
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は陸上と同じような評価ができます。 

 ただ、陸上よりも調査は難しいという、そこが違います。 

○ありがとうございます。では、どうぞ。 

○１万年に１つのものの断層というのはどれくらいあるのでしょうか。１万個あったらも

しかしたら毎年とか、そういうことに、数はどれぐらいあるものなのでしょうか。 

○毎年はありませんけれども、全体で陸上では 10 年に１回くらいはマグニチュード７の地

震が起きていますので、大体それで想像がつくかと思います。 

○どうぞ。 

○津波のことを思ったときに、確かにハードの側面で御指摘があったのですが、やはりソ

フトで逃げなくちゃいけないのですね。なぜ逃げることができなかったのか。いろいろな

要素はあると思うんです。 

 例えば、三陸沖にはものすごい高い防潮堤があって、先ほども言われていたとおり、津

波警報が出てくるとすぐ消防員が港湾に続いていくところの門を閉めるわけです。ただ、

閉めているときに内側から閉めますから、そうすると津波がどれぐらいの大きさになって

いるかというのは見えないというわけです。 

 そこで、どれだけの津波がくるかわからないから、それに巻き込まれてしまったという

側面もあるみたいです。それは、●●委員の方でいろいろとアンケート調査をしてくれて

いると思いますが、基本的にサバイバーの方々にインタビューするわけですから、そこで

逃げ遅れてしまった方々はどういう理由でというのは、なかなかこれが出てくるのは難し

いだろうと思うのです。これが１点です。 

 それから、もう既に議論されているのかどうかわかりませんが、基本的に大津波警報を

住民の方々がどういうふうに聞くかという話で、基本的に津波がきます。そのときに、あ

れだけ高い防潮堤があるならば当然大丈夫だと思っている方々もいて、具体的な形でもっ

て言わないと、その危険度というものも直接見ている人と、見ないで間接的な情報を得た

人には私は大きなギャップが出てきて、基本的に防災訓練を受けている人たちは、日ごろ

参加している人たちはいざというところで逃げますが、防災訓練に参加している率という

のは必ずしも高くないところがたくさんあります。 

 そうしたときに、これは具体的な例ですけれども、相馬においてはある１人の人がたま

たま海の方を見ていて、有線等が流れませんから、自分で車でぐるぐる回って三百数十世

帯のところに声をかけながら避難させて、一番彼が逃げ遅れるわけですが、津波が押し寄

せてくる。それから、自動車の速度で危機一髪逃げ延びたという人も出ているわけであり

ますが、警戒警報を出す。大津波警報を出す。その人は、基本的に現場を見ていないので

すね。 

 それで、山田町の沼崎町長などは、私はすごくトラウマがあるのだけれども、基本的に

これは自分たちの問題だと思っているが、今回の津波がきたときに津波警報を住民に説明

し得る仕方がもっとわかりやすくあったならばもっと人命を救えたのじゃないか。こうい
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うことをおっしゃって、それは町長の問題ではありませんよというような形では申し上げ

ているのですが、これは気象庁がどれだけ精緻な観測をすることができるのか。どれだけ

時間がかかって、どれだけ大きな波がくるのか。そういう部分が改善されていって、そし

て刻々とその情報を告知する中身が変われば、相当部分の人命というのは救助することが

できるのじゃないかと素人ながらに思うのですが、そういう部分が極めて今回一つの教訓

としてあるのではないかと思います。 

○ありがとうございます。実は今、後者の部分については、気象庁で勉強会をしていただ

いているのです。それで、ちょっと質問があるのですが、そこからちゃんとした答申は出

るのでしょうか。勉強会というのは非常にいいかげんな名前が付いているのですけれども、

この間、５対５で意見が分かれたということはお聞きしたのですが、そこで津波警報とか、

そういうものはどう出すかというのは決めるのですか。そこのところがよくわからない。

勉強して賢くなるのはいいのですが、住民は全然賢くなりませんので。 

○すみません。勉強会で私が最初に伺って、その後まだ変更点は聞いていませんけれども、

勉強会と名づけたのは、中間報告も出さないし、最終報告も出さない。委員会と名づける

と報告を出さなければいけないので、勉強会ならば報告を出さなくていいだろうというの

で私は引き受けたのですが。 

○それはまずいですよね。 

○まずいですね。この中で気象庁の方は何人か来ておられますけれども、その辺はよくお

考えおきいただければと思います。 

○それは、やはりまずいですよね。一番警報を出す基のところが責任を持って、ここは改

善するのだということを受けないと、我々は今、中間報告で体制のあり方なんてやるのに、

ハードとソフトといずれにしてもそこがポイントになるじゃないですか。だから、それは

私も何で勉強会などという中途半端な名前を付けているんだろうと。 

○気象庁にもちゃんと私の方から申入れをいたしますので。 

○気象庁の代表もおりますけれども、それはやはり。 

○気象庁長官の方に申入れをしますから。 

○ちょっとそれは改善するという方向で、皆、懸念していますし、今オープンにしました

からもう逃れられないと思いますので、よろしくお願いします。 

 では、どうぞ。 

○今の情報の話ですけれども、私は、それはすごく大事な話だと思っていまして、私もや

はりどんな大きな津波がきても壊れない堤防はないんだということが今回の災害の被災地

を見てよくわかりましたし、いろいろな人たちがよく分かって、やはり危険が迫ったら逃

げなくちゃいけない。危険が去ったら戻ってくるという避難の文化をつくらなくちゃいけ

ないと思うんですけれども、先ほど●●委員とか皆さんの御議論の中でレベル化というの

はとても合理的な考え方だと思うのですが、問題は今度来る、今起こった地震でやってく

る津波はレベル１なのか、レベル２なのかという情報がちゃんと出せるのかどうかとか、
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それぞれの地域に住んでいる人たちが自分のところにこれから復旧される堤防の高さのレ

ベル１とレベル２の違いをちゃんと認識できるように、防災教育がそれぞれの自治体と住

民の中でもって進むのかどうかということがきちんとオペレーションとしてできないと、

これは全部紙に書いた防災計画になってしまうというおそれがあると思うんです。 

 その辺は、是非気象庁が出す情報だけではなくて、それを受ける堤防や何かのハードと

の絡みの中で、多分それぞれの自治体にとってのレベル１とレベル２ができ上がってくる

と思いますので、気象庁だけの問題で振ってしまっていいのかどうかということはちょっ

と御議論いただければと思います。 

○ただ、レベル１、レベル２というのもだめですよ。これは専門家しかわからない話で、

もっとわかりやすく説明しないと、そんなものは今おっしゃるとおりで、仮にレベル１、

レベル２というのが普及してもきっとよく分からないです。 

○だから、その辺は多分津波の高さだけでもって決められないことがあると思うのです。

例えば、住まい方とか、それから堤防の高さとか、それぞれの地域の標高だとか、地形だ

とか、いろいろなことが絡み合って多分津波の防災対策というか、避難というものは決ま

ってくると思うのです。その辺を一体どこでもって総合的に議論して、その防災の情報と

避難と、それから防災教育についてのガイドラインみたいなものを考えていくか。この委

員会の中でもって全部やるということは難しいと思いますけれども、ただ、その方向性だ

けは何となく議論していただけるといいなと思います。 

○では、どうぞ。 

○大変重要な指摘だと思います。 

 ただ、最終的にどういう防災計画をつくるかというのは、●●委員がおられますけれど

も、やはり地域でつくっておくということで、その前提として何回もここのところで私の

個人的な意見として言わせていただきましたけれども、まず避難計画、防災計画をつくる

という津波高さをどこにするか、あるいは地震の強度をどうするか。その考え方はやはり

示さなければいけないと思います。 

 それから、ハードについては、これは何だかんだ言いながらやはりハードは大事ですか

ら、ハードについての設計基準の基本的な考え方というのもある程度ここで出していただ

ければ非常にありがたいと思います。 

 その上で、そのハードを越えてくる津波というものがいずれありますので、その防災計

画と合わせて土地利用計画をどうつくっていくか。これは、実は大変な困難な作業になる

可能性がありますけれども、それは地域と県と国の中で知恵を出しながらやっていくとい

うのがこれからの姿ではないかと思います。 

 その上で、出されたペーパーは基本的には考え方の骨格は賛成いたしますけれども、た

だ、例えばレベル２、レベル１、わからないというお話なのですが、わかりづらいという

お話でしたけれども、まずレベル１、レベル２という言葉で話をさせていただきます。 

 今回の津波の最大の教訓の一つは、私なりに言わせればやはり河川防災施設、海岸防災
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施設、施設にだけ依存をするということの限界の露呈だと思います。その上で、このペー

パーの中に最低限人命を守ると書いていますが、私はこの言葉の書き方に違和感を覚えま

す。最低限人命を守るというのではなくて、人命を守ることが最大の問題ですから、最低

限人命を守るという書き方はちょっとハードに力点を置いた書き方になっている感じがし

ます。 

 それからもう一つ、これが津波減災なんでしょうか。津波減災で最低限人命を守るとい

う言葉なのでしょうか。これは、人命を守るためにはどうするかといったときには、この

巨大災害の中でどういうことが必要かという意味からすれば、津波減災ではなくてまずこ

の言葉もちょっと違うのではないかという感じがします。 

 だから、人命を守るために想定すべき津波というのはどういうものなのかということな

ので、これをレベル２にしていますけれども、あえてもしレベル２、レベル１という言葉

を使うならば、私はこちらの方がレベル１だと思います。 

 つまり、１番目に考えなくちゃならない津波の高さは何かと言えば、まずどんな場所に

おいてもここに住んでいればこれだけの津波が来るかもしれないということを想定して

我々は生活していかなければいかぬということを徹底的に地域の方でも理解していただく

ということだと思います。 

 しかし、では構造物が全く要らないかといいますと、構造物の最大の効果は発生確率の

低いもの、つまり津波だから低いものはしょっちゅう来ます。これを押さえることによっ

て、地域の中のいろいろな経済活動をある程度やりやすくするという意味においては、構

造物は絶対重要だと私は思います。それは、全体の防災計画の中での最大津波とその下の

津波という意味において言って、こちらの方がレベル２なのかもしれないのです。 

 そういう意味で、まず最初にこの紙の中で最初にレベル２を書いていただいたというの

はいいと思いますけれども、私たちの頭の中で最初に考えなくちゃいけないのは、繰り返

しになって恐縮でありますが、やはり最大津波で、最大津波をどうするかという問題があ

りますけれども、それを考えた上で全体の防災計画をつくっていく。 

 その防災計画の中に例えば海岸防災施設、いわゆる堤防等、あるいは防潮堤、防波堤が

あるのだろうと思いますけれども、その設計基準が別途決まってくるという考え方ではな

いかと思いますし、その前提で地域の土地利用計画も決まってくるという流れになってく

るのではないかと思います。 

○わかりました。今の御意見に対して御意見はありますでしょうか。どうぞ。 

○●●委員の御発言はもっともだと思って聞いていました。我々現場の方からしますと、

今回の 3.11 の津波で、そもそも最初の警報から３m、これは第１回目もそうだったのです

が、３m という数字がよかったのか、悪かったのかというところに戻ってしまうのですけ

れども、結果としていろいろな要因がありました。 

 釜石の例で言えば、先ほどの話のとおり防波堤とか防潮堤、いわゆるハード面がある程

度充実していたということがあって、結果として地域の皆さんにとってはこれだけの施設
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があるのだから、３m 程度だったら大丈夫だろうという気持ちがもしかしたらあったかも

しれません。もしかしたらというか、大方そういう気持ちはあったのだろうと思います。

その３m という数字が結果として被害をもたらしたということは否めない事実だと思って

おります。 

 ですから、もしまた次のような地震あるいは津波が来たとき、また同じように３m の津

波の予想ですなどということは、とてもじゃないけれども今の段階では現場では言えない

状況です。これは津波の被災地とそうでない地域があると思いますから一概には言えない

と思いますが、我々の被災地の現場では二度とそういう数字は使えないということは言え

ると思います。 

 それから、先ほど消防団の話がありましたけれども、これも同じようなことで、またも

し同じような津波がきたときに消防団に水門を閉めに行けと、もともと水門は壊れてしま

って使えない状況でございますけれども、もしこれを修理した場合、また行ってください

とはとてもじゃないけれども、今の時点では言えない状況です。 

 ですから、現場サイドではやはりある程度きちんとした形で示していかないと身動きが

取れない状況だということだけは言えると思います。先ほどいろいろな御意見がありまし

たけれども、やはり専門的な見地からいろいろと協議をしていただく。これは必要なこと

だと思いますが、それをもって地域の皆さんにどう対応していくかというのは、これまた

別な問題だと思います。 

 ですから、今日は知事もおいででございますけれども、全国知事会とか、あるいは市町

村会もございますから、改めてそういう場で具体の対応を練る組織と申しましょうか、そ

ういうものが必要ではないかと思っていました。非常に地域によってさまざまでございま

す。現時点でさえも今、対応はばらばらですので、そういう中で今回地震の被災地あるい

は津波の被災地とそうでない場所、あるいは原発の被害、ばらばらの状況ですね。これを

一つにまとめるというのは、なかなか難しい課題ではないかと思っていました。いずれも

うちょっと現場の声をいかに反映するかというところを是非考えていただければありがた

いと思っていました。 

 もう一つ、ついでですが、今、我々被災地の方ではまちづくりに入っています。新しい

地域づくりをどうするか。例えば道路などもそうなんですが、高規格幹線道路を早くつく

ってほしいということを言っています。線路も寸断されています。これはどこにルートを

つくってくれるんだ。それによってまちづくりが変わってきますので、早くそのルート、

あるいはいつできるんだという形も示していただきたい。 

 それと合わせて防波堤あるいは防潮堤、堤防、こうしたものも先ほど想定でやるのだと

いう話がありますが、これも早く想定をしてもらわないことにはまち全体のビジョンがで

きない話ですね。ですから、是非この中央防災会議ではそういった理念と申しましょうか、

一つの大きな仕組みをつくっていただいて、具体的にはそういったところでまた議論して

もらうという形がよろしいのではないかと思っていました。 
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○ありがとうございます。実は、昨日構想会議があって、その辺りのまちづくりの中で津

波防災をどうするかという基本的な考え方も出てきておりますので、今、御懸念のような

ところのガイドラインはそちらの方から出てくると考えていただいていいと思います。 

 それで、今までの議論でやはりこの津波防災あるいは減災を考えていくときに、基本と

なるのはこれまでのようないわゆる下積み、積上げの対策ではなくて、起こって困るよう

な現象に対して基本的にどうするのだということを決めておく。そして、その中で例えば

既存のハード施設を補強することによってどこまで守れるのかが出てきたら、それはその

都度そこに上乗せしていくような形で、とりあえず原則としては今回のような津波が来た

らどうするんだということを前提に考えていくということの方が、人的な被害を減らすと

いう意味では大切だと思うんです。 

 現実にどうできるか、できないかという問題もありますけれども、さっき地震が起こっ

て津波がくるといったときにまず頭に浮かぶのは、そのときに知っている自分の知識なの

ですね。そのときに、ここに最悪どんな津波が来るかという情報がわからなくてハザード

マップとかがいろいろあったら、それが先に頭に浮かんでしまうと思うんです。 

 ですから、情報のないときに地震が起こり、津波がやってくると考えると、そこで消防

団がどう行動するかというのはそこから考えないと、想定の中での行動だとやはり今回の

ように二百数十人の方が消防団関係で亡くなっているわけで、そういうことになりかねな

いと思うのですが、その点についていかがでございますか。 

○前から申し上げていたのですけれども、やはり先ほどの消防団の方もそうですし、要援

護者の避難支援をした。いわゆる他人の命を救うために行動された方がたくさんお亡くな

りになりました。その検証がまず必要なことと、次回にその方たちに、では何分、他人の

命を救う時間があるのかということを示してやらないと、私たちも強制することはできな

くなりますし、行動を取ることができなくなると思うんです。 

 ですから、このレベル１、レベル２の議論というのはもう少し深めていって、ここのと

ころに、では例えば支援者はどういう行動を取るのかというようなことについて配慮をし

たものを整理するというのが１つ。勿論、最悪の場合を考えて避難行動は取らなければい

けないのですけれども、その辺りを整理してやらないと、きっと避難支援とか、いわゆる

災害対応する人は今後活動ができなくなるのじゃないかという懸念を非常に持っています。

私もまだうまく整理はできていないのです。 

 それともう一つ、先ほど●●委員のお話からもあったのですけれども、重要施設という

問題があって、今回やはり私が一番脱力したのが防災施設と、それから消防も警察も役場

もあんなふうにやられてしまって、あれはだめなんじゃないかと思うのです。どれだけ今

まで我々が頑張ってきても、ああいうものが破壊されてしまうと拠点なくして人に働けと

いうのは難しいと思うのです。ですから、その辺りは復興の問題とも関わると思うのです

けれども、今後優先的にどれを最重要施設にするかという問題はあるかと思うのですが、

防災施設についてもその点は考えていく必要があると思います。 
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○多分、これからのまちづくりのところで、そういう市役所とか警察署とか消防署とかと

いう重要施設は中途半端なところにつくるのではなくて、絶対大丈夫だというようなとこ

ろにつくっていただかなければ困る。そういう重要拠点の建て方ですね。これを変に妥協

してしまうと今回のようなことになってしまう。 

 ですから、町の中でどうしても全部地上げなんてできないというような問題も現実に起

こりますので、その辺はやはりウェイトを付けていただくことが現実的に出てくると思う

のですが、殊、津波に関しては例えば介護に回る方が生き延びるための情報などというの

は要るんですけれども、でもこれは場所、場所によって随分違うんです。 

 ですから、それをここの中で配慮しろというような書き方はできるのですが、殊、具体

的に書くというのはとても難しいのではないかと思うんです。例えば、南海地震がきたら

10 分以内に 10m の津波がくるところがあるのです。そういうところは物理的に、基本的に

不可能なんです。 

 ですから、やはりここの専門調査会としてはそういう方向で検討する必要のあることは

強く主張できるのですが、それぞれ市町村単位、しかも市町村の中でも地区単位で考えて

いただくマターですので、そういうものだという書き方でまとめさせていただくしかない

のじゃないかとは思うのですが。 

○●●委員のお話と反対の心配もあります。 

 というのは、チリ沖地震があったときの津波、これは知事会で調査をしました。どれだ

け避難したのかということで、なかなか避難してもらえなかった。調査も、こんな調査を

するのですかという形で相当抵抗があったというのが事実です。 

 つまり、闘いがあるのです。それは何かというと、忘却曲線との闘いと、オオカミ少年

効果との闘いというものがあって、これにどういうふうに対処をしながら常時戦場という

ような意識を住民に持ってもらうかというところも厳しくて、とにかく重要拠点は 1000

年に一遍のところでも耐えられるようにしなければいけない。今はものすごく意識が高ま

っているからそういうことになるのですが、これが５年、10 年たったときにメンテナンス

できるかどうか。どういう形で巨大災害に対応する意識を維持するかという観点の記述も

是非入れていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○ありがとうございます。 

 それでは、とりあえずこれで軽減対策の概要についての議論を閉じさせていただいて、

中間取りまとめの案を事務局から説明いたしますので、それについて議論していただくと

いうことでまとめたいと思います。ちょっと時間を超過していますが、よろしくお願いい

たします。 

 

資料説明 

 

○越智（事務局） できるだけ簡潔に説明いたします。 
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 非公開資料の１－１から１－３をお手元に置いていただきたいと思います。 

 委員の先生方にはあらかじめ送付させていただいておりましたので、ポイントを簡潔に

説明させていただきます。 

 まず、資料１－１の中間論点整理案ですが、これは各委員の意見をカテゴリーごとに集

約したものでありまして、本日いただく御意見も含めて改めて整理をさせていただきます

が、その内容をざっと題目だけでもお話をさせていただきます。 

 １ページ目には、「津波被害の特徴と考慮事項」を列挙しております。 

 それから、２ページ目にはこの被害の特徴を十分に把握するための調査分析とか、今後

伝えていくべき内容やその仕組みを構築しておくべきだというようなことの必要性の意見

を入れております。 

 ３ページ目からは「防災対策で対象とする地震・津波の考え方について」ということで、

地震・津波を想定することの意義とか、これまでの想定対象地震・津波の考え方と今回の

教訓について、指摘事項や今後の方向性について記しております。 

 それから、今回の震災を踏まえました今後の対象地震や津波の考え方について及び、対

象地震や津波の想定を超えることへの配慮について、４ページから５ページにかけて書い

てございます。 

 それから、５ページの中ほど、３．でございますが、ここからは今後の対象地震や津波

の考え方を踏まえた津波対策の方向性について、総合的な津波対策の基本的な考え方を基

に対象津波の考え方、それから東北地方太平洋沖地震のような最大クラスの津波の取扱い

や対策、比較的頻度の高い津波に対する津波対策、それからその大きな想定を超える危険

性への備えについてという項目を書いてございます。 

 ８ページには「当面の取組みの方向性」ということで６点ばかり挙げておりますので、

あらかじめお送りしたものに、その後いただいた資料も含めて整理をしております。 

 それから、次に非公開資料の１－２をごらんいただきたいと思います。この資料は先ほ

どの論点整理のうち、３．の「今後の対象地震・津波の考え方を踏まえた津波対策の方向

性について」のエッセンスを取りまとめたものであります。「基本認識」のところが一番上

に書かれておりますが、２．の今後は津波堆積物調査などの科学的知見を基に今回の地震・

津波や最大クラスの巨大地震・津波を想定すべきであるという想定対象について言及した

ものであります。 

 それから、その下に「方針」が書いてあります。新しい防災レベルは、東日本大震災で

言えば、今回の津波はそれから南海トラフなどでは最大クラスの巨大な津波を想定するこ

とというようなことが１．です。それから、２．３．には新しい防災レベルで想定する最

大津波よりは小さくて、比較的発生頻度の高い津波への対応と、新しい防災レベルを超え

る津波への対応が示されております。 

 右側の方に図があります。「これまで」の考え方を左側の方に示して、「これから」は大

きくなったというか、高い位置にある新しい防災レベルを軸に、土地利用とか避難計画、



41 

 

そして海岸堤防を総合的に組み合わせて取り組んでいくこと、そして新しい防災レベルを

超えることも想定したことを防災として考えていくというようなことを示したものでござ

います。 

 それから、資料１－３であります。一枚紙で、第一次提言案という形で１枚書いており

ます。これは、今の御説明を集約しまして第一次提言というような形でメッセージ性を高

めたものであります。特に早期の復旧・復興を願っている、期待している東北地方の方々

に、国の津波・防災対策の基本的な方向性をわかりやすく示すことが何よりだということ

でつくっているものでございます。 

 以上で、説明を終わります。 

○河田座長 ありがとうございました。 

 今、説明がありましたけれども、非公開資料の１－１というのは皆様方の意見をとりあ

えず事務局でまとめたものでありまして、今日の意見も踏まえてこの中間論点整理の案に

ついてはこの後、資料１－２と１－３についての御議論をいただいて、それに基づいて順

番だけ入れ替えるというくらいにして、無視はしませんので、こういう意見があったとい

うことの資料としてこれは使う。 

 ですから、これから非公開資料の１－２を認めていただけますと、あとは１－３は文言

だけの問題ですので、この１－２に書いてある基本認識と方針についてもし議論があれば

やりたいと思いますが、いかがでございますか。これに則って書いたものが第１次提言に

なっておりまして、これは被災地を中心に政府としてきちんと提言しなければいけないと

いう趣旨で書いておりますので、特に１－２に図面が載っておりますけれども、こういう

考えでいいのかということを出しますよということで進んでおりますので、これについて

の御意見をいただきたいと思います。どうぞ。 

 

審 議 

 

○では、短く。頻度と被害というのがごっちゃに書かれているのでわかりにくいです。専

門の先生方に整理をいただいた方がよいのではないでしょうか。発生頻度の高い津波とい

うのは被害はどうなのかという記述がなく、最大クラスの巨大な津波というものが発生頻

度がどうなのか。言葉の問題だけれども、これが整理されないと一般にはすごくわかりに

くいです。 

○事務局、いかがですか。 

○おっしゃるとおりでありますので、先生方の意見をお伺いしまして最終的にわかりやす

い表現にしたいと思います。 

○考え方はいいですか。 

○考え方はいいです。 

○考え方はいいそうです。では、どうぞ。 
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○政府の文章に私がいちゃもんをつけるというのは余りよくないと思うんですが、これを

議論したときも盛んに言ったのですが、全然採用していただけなかったので、またもう一

回ここで言わせていただきたいと思います。 

 「新しい防災レベルを超える津波への備え」というのは分かるのですけれども、現実の

感覚でいきますと防災計画をつくります。恐らく「新しい防災レベルとして、今回の津波

や最大クラスの巨大な津波を想定」という、これが一番で防災計画をつくります。避難計

画は多分一番でやると思います。 

 そうしますと、地震が発生をしてマグニチュード７でも８でも何でもいいです。警報が

出ますと、大体その参加する、参加しないという問題がありますが、地域は今まで避難し

た訓練に沿って動くはずです。津波警報が７m であろうが、８m であろうが、10m であろう

が、そんなものは少なくとも住民にとっては余り意味がないと思います。ましてや停電に

なりますから、そんな情報も入ってこないかもしれない。大事なことは、津波警報が出て

いますという警報が出たときにどういう行動を取るかといえば、それは一定のあそこに避

難をしなさい、こういう経路を使って避難しなさいという、その避難路によって避難する

はずなのです。 

 その後、「新しい防災レベルを超える津波への備え」は、「想定を超えても適切な避難行

動が行えるよう」、こんなものは現実問題としてはあり得るのだろうかという話なんです。

地震のマグニチュード７と８があったときに、間隔は 10 分かもしれません。20 分かもし

れません。30 分かもしれません。それは起こってみないと分からない部分であって、消防

団は逆の方向で動きます。つまり、海の方に向かっていく行動をとりますし、住民は逃げ

る方向、別の方向をとるかもしれませんが、どちらの方向にせよ、いずれにせよある一定

の方向でしか動けないということだろうと思います。 

 この限界をよく考えておかなくちゃならなくて、私が問題だと思っているのは「新しい

防災レベルを超える津波への備え」ということで、何となく言い逃れに使われている感じ

がしないでもない。これは何かといいますと、この３の記述は、今回の津波がきたときに

あそこに逃げなさいと言いながら、実はその場所はちょっと危ないかもしれないよと言っ

ているようなものなのです。ですから、ここの３の記述についてはもうちょっと考えて、

むしろこういうことを余り考えなくてもいいように一応考える。 

 ただし、これをものすごく高い津波などで考えてしまうと、今度は地域社会としてそう

いう津波の中で暮せるかどうかという問題がございますから、ここは地域の選択の問題だ

と思います。この３番の問題については、書き方は余り私は賛成ではないと言って採用で

きなかったのでここでまた言わせていただきます。 

○わかりました。表現は、十分意図を斟酌してやりたいと思います。 

 それからちょっと考えていただきたいのは、高さはともかくとして、津波がやってくる

までの時間、地震が起こってからやってくるまでの時間は実は事前の予想どおりだったの

です。つまり、25 分から 30 分あるというのは何も変わっていない。 
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 ですから、やはり非常に変動する要因と、例えば南海地震が起こって５分でくるところ、

10 分でくるところというのはもう分かっていて、それはもう変わらないんですね。あらゆ

ることがわからないのじゃなくて第１波がくるまでのことは分かっていますので、そうい

う分かっていることのデータを使いながらどうやっていくかというか、そこのところもな

いと、すぐにくるかもわからないと言って、慌てて逆に渋滞が起こってということにもな

りかねないので、変わらないものについての知識もやはり要ると思うのです。 

○そのとおりだと思います。ですから、そこは新しい防災レベルを超えるということでは

なくて、１つの所与のものとして、それを前提にしてやろうということでそこで決めてし

まいますので、私は静的なものだ、スタティックなものだと何回か言わせていただいたの

は、そこで決めたらその防災計画になって、ある意味で言ったらその防災計画で守るのだ

と覚悟を決めるという話になってくると思います。ひょっとしたら、もっとすごい津波が

くるかもしれませんけれども、それはある意味においては、もうきたときはおしまいよと

いう話はしたくありませんが、それは予測できないものですから、そういう中での「新し

い防災レベルを超える津波への備え」と書くことによって、何か答えがあるようにという

ふうにとらえることだけは、ちょっと現実的な対応はできないのではないかということで

す。 

○わかりました。エクスキューズに使うなということですね。 

○多少、図の書き方が悪かったかもしれないのですが、私が思ったのは、新しい防災レベ

ルを、本当に覚悟を持って決めるのですが、そうは言ってもそれ自身は想定であることに

は違いはないので、ある種の限界と言うのでしょうか。不確実性みたいなものを持ってい

るのだということを何か伝えたかったということで、あの図の書き方がちょっと悪いのか

もしれません。意図はそういうことです。 

○「新しい」という書き方がちょっとあれですね。では、どうぞ。 

○多分、私も基本的に同じ発想をするんですが、最大の欠陥は危機管理に対しての発想が

従来どおりなのですよ。危機管理というのは、基本的には想定していることが起こったと

きどうするかという話です。でも、それを想定することはできないのです。だから、いざ

こちらが対策として考えていることを超えたときにどうするのかというのが危機管理です。

でも、それはここには書けるはずがないのです。 

 例えば、山田町で高い 8.3m の防潮堤のすぐ近くに学校がありました。そこは明らかに今

までの想定ですと、子どもたちをとにかく校庭に集める。ところが、先生は現状を見てい

るわけですね。このままだとやられてしまうと。 

 したがって、そこで機転を働かせるのです。それで、六十数名の生徒を集めて上に上が

るんです。これが危機管理なのです。でも、それを新しいここで議論されている巨大なレ

ベル２でもいいです。そういう問題が出てきたときに、どういうふうに対処するのかとい

う意識を根本的に変えない限り、同じ問題は絶対に起こると思います。 

 そういう意味では、新しい防災レベルに対応なんか多分できるはずなくて、基本的な概
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念というのは再発防止ですから、同じことを繰り返さない。自分たちの立場としては二度

と同じようなことと思っても、皆さん専門家ですから、災害は同じような形で起きないわ

けですね。それに類するようなものが起きたときにどうしたらいいのかという発想ですか

ら、でも、こういう書き方だと基本的にその域を私は乗り越えていないのじゃないかと思

います。 

 だから、それをどういうふうに書くか。それは根本的に意識変革しないと想定外のこと

というか、自分たちが準備している、計画している、それ以上のことが起きたときどうす

るのか。それが本来の防災体制です。でも、それはまだまだ 66 年間、ある意味でうまく機

能してきたからですけれども、それを今回打ち破ったんです。だから、そういう意味では

もうちょっと私は練る必要があるんじゃないかと思います。 

○ありがとうございます。 

○この後段の話というのは今まで議論されてこなかったところだと思うのですけれども、

例えば非公開資料の１－２の３番というところを拝見いたします。あるいは、非公開資料

１－３の４番というところでもいいのですけれども、これは実は今までの指摘と変わって

いないんですね。 

 何を申し上げたいかというと、とにかく施設で守れないというのは事実です。あとはソ

フトでよろしくといつも言われ続けてきて、そのソフトを託されている我々からみると、

では今までとどう変わるのか。 

 非常に具体的な例で幾つか申し上げますと、日本で一番ハザードマップを最初に火山で

つくったのが北海道の森町というところです。20 年変わって意識が 10％、20％上がるとい

うことで、施設整備水準的に言うと実は意識の整備水準というのはそう簡単に上がってい

かないというところがあります。そこにどう踏み込めるのかというところはやはり考えて

おかなければいけない。もし、それがなかなか難しいようであれば、それをどうほかの対

策で補うのかということも考えておかなければいけない。今までの発言を含めて２つほど、

トータル３つになりますけれども、言わせていただきたいと思っています。 

 １つは、先ほど●●委員から指摘のあった要援護者施設の問題です。特に消防団の問題

というのは、雲仙普賢岳でも亡くなりましたし、それから山口県の防府市でも本署の消防

署員が流されて亡くなられた。やはり常に命をかけているんですね。今回も水門の閉止と

いう問題もありましたし、避難誘導という問題もありました。 

 ただ、そのときに「津波てんでんこ」ということが言われ続けているぐらい、やはり助

けに行きたいという普通の人情を無視してどうするかという議論を当然せざるを得ない。

これは短期的な解決ではないので、余り申し上げたい話ではありませんけれども、やはり

避難誘導をしなければいけないような弱者施設というのは何とかつくりたくないというこ

とです。 

 そういう面で、先ほど津波重点地域と津波地域みたいな言い方をさせていただいたのは、

日本で唯一、災害の法律の中で立地規制をうたっているのが土砂災害防止法です。ここで
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は、警戒区域では弱者施設はつくってはいけない。新規立地はいけませんというつくり方

をしているのですね。そういう面で見ると、実はソフト対策というのはソフト対策という

だけではなくて、法制度的にやはりそこまで踏み込む覚悟を持っていただくのかどうかと

いうことを、ひとつやはりこの場で議論していただきたいと思っています。なかなか難し

い問題であることは分かっておりますけれども、１つがそれです。 

 それからもう一つは、基本的に今の防災の問題というのは低頻度だけれども大規模な災

害、今回のような災害と、もうひとつ局所災害、局地的な災害というのがほかの災害でも

問題になっているのです。そのときに、基本的になぜそうなるかというと、中小規模の災

害を抑えられる施設を今、営々とつくってきたのです。これは明らかに日本の成功なんで

すね。 

 ただ、その一方でそれがために日ごろの中小の災害を経験することなく、それを超える

大規模なものだけ対応しなければいけなくなる。ここに防災の難しさがあります。 

 その面から見ると、施設１、２という考え方は私は合理的だと思うのですが、そこにも

っと踏み込んでいただきたいのは、ではレベル２というのは何なのか、何をするのかとい

うことを施設的にも考えていただかないと、これは逃げだと私は思います。 

 逆に言うと、ハザードから規定されるのではなくて、例えば避難をしにくい地域に対し

てはこういうレベルを立てますよ。こういう施設をつくりますよというような発想もやは

り是非考えていっていただきたいということです。 

 それから３番目ですけれども、ハザードマップ、ハザードマップと、いろいろな議論が

出てきます。しかし、残念ながら今回のものでもやはりハザードマップの認知率は低いの

ですね。実際にこの会場にいらっしゃる方々は防災意識が高いはずですけれども、御自宅

の水害のハザードマップを見たことがある方というのはどれぐらいいらっしゃるのか。 

 その中で問題になってくるのは、ハザードマップというマップの形式しか今、制度上、

補助金的には許していないのですね。むしろそれならばマップという形で配らなくても、

電信柱に張るとか、ここまできますよといったような丸ごとハザードマップみたいなやり

方を今はしていますけれども、もっとそういうような住民にアプローチしやすい、あるい

は住民に到達しやすいハザードマップの考え方というのも、国の制度としてもやれること

が私はあると思っています。ソフトについても相当踏み込んだ議論が必要なんだというこ

とを私は言わせていただきたいと思っております。以上です。 

○ありがとうございます。今の第１番目の御指摘については構想会議の方でも、これはや

はり土砂災害と同じような考えでまちづくりをしなければいけないという形での津波防災

まちづくりのガイドラインと言いますか、こういうものが法的に整備される方向で動いて

いるということはお伝えしておきたいと思います。 

 それから、やはりハザードマップの問題は大変難しいと言いますか、少なくともどうい

うハザードマップをつくるにしても住民の皆さんは自分の家が海面とどれぐらいの位置に

あるのかという情報がないと、幾ら精緻なハザードマップをつくっても、やってくる津波
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がどんな高さかというのは、どんどん精度がよくなっても全然想像がつかないじゃないで

すか。 

 ですから、勿論、情報に依存するわけではないのですけれども、住民も知っていなけれ

ばいけない基本的な情報が必ずある。それは、例えば築何年の家とか、そういう情報もや

はりこのハザードマップと一緒に関連して整備しないと、これまでは出す側の情報で議論

してきたところがあって、それを住民側がどれぐらい受用できるかということで議論して

きたのだけれども、その受用のレベルのところできちんと住民が今どんなところに住んで、

どんな建物に住んでいるかという基本情報がなかなか理解されていないところもあったと

思うのです。 

 ですから、ハザードマップの問題は簡単にいくわけではなくて、これは勉強会でも頑張

っていただかなければいけませんが、情報の出し方とも随分関係しますので、ここでは直

接的にはハザードマップには今は触れないということで進みたいと思うのです。そういう

方向性を書くことは可能だと思うのですが、具体的には今の段階では書けないと思います

ので、その辺は御了解いただきたいと思います。 

○私は、●●委員のおっしゃっていることはものすごい説得力があると思うのです。それ

で、この紙に書いてある、先ほど説明した５ページに私は端的に表れているんじゃないか

と思うのですが、今回の大震災というのは想定を超えるそのことが起こった。では、それ

に対しての配慮が必要だと書いてあるのですが、中身を読むと、「想定に対する被害抑止対

策に加え、想定を超えた場合でも被害軽減に結び付けるための対策がとれるよう、住民と

のリスクコミュニケーションが重要である」。 

 言っていることはそのとおりなのですが、重要なことは被害軽減に結び付けるための対

策、それを専門調査会においてどういうことなんだということを詰めてくれない限り、住

民とのリスクコミュニケーションをやって何を理解させようとするのか、さっぱり分から

なくなる。これを、多分おっしゃってくださっているのだろうと思うのです。ここが私は

一番重要なことだと思うのです。文章として何かつくりましたではなくて、ここがポイン

トだと思います。 

 それを詰めることができなければ、やはりだめなのです。意味がないのですよ。それを

是非、お願いします。 

○では、どうぞ。 

○御指摘のとおりだと思います。避難計画をつくる自治体サイドからすれば、リスクコミ

ュニケーションをやってください。更に、防災を新しいレベルまで引き上げます。この引

き上げるということは、滅多に起きないところはあとはソフトでやってねという話になる

わけで、これを丸投げされたらちょっとたまらん。やはりどういうふうにコミュニケーシ

ョンをして、想定を超えるものがきたときにモチベーションを上げて避難できるようにし

ておくのかということは是非、詰めていただきたい。 

 それから、●●委員から御指摘のあった、土石流に準じて法制度で規制するべきかどう
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か議論すべきじゃないか。全く賛成です。自治体からすれば、是非規制をかけてくれ。特

に広域自治体はそういう気持ちを強く持ちます。 

 ただし、難しいのは、もう既に個人の所有になっているところに使途制限がかかるので

地元が大反対するというところがあって、土石流の危険地域の指定も簡単にできないので

す。これが問題なので、これは今度は工学的なところでできるかどうか御議論いただきた

いのですけれども、指定されたエリアで例えば福祉施設とかをつくる場合は、ほかとは違

う強固な基準で建ててくださいというぐらいの仕組みが取れないものだろうかという辺り

も是非、御検討いただければと思います。 

○少し具体的な話になっていますけれども、先ほど私が申し上げた中には学校施設とか福

祉施設とか、そういうものはきちんとこういう法的な網にかかるというような内容だそう

ですが、まだちょっとその具体的なことは申し上げられません。 

○個別の具体的なことはもう皆さんがおっしゃれられていますので、私はこの考え方の中

間の論点の整理がいずれかの形で世の中に出ていきますので、中央防災会議として今回の

震災を受けてこういう会議がやられている。しかも、日曜日も含めてこういう検討がやら

れているということも含めて、社会はとても関心を持っています。 

 ですから、この中間論点整理はものすごい日本中のメディア、それから住民の、被災地

の関心の中に出ていくペーパーだということを意識していただいて、もっと要するに中央

防災会議と専門調査会の志とか姿勢が見える文章を頭のところに書いていただきたい。こ

れは前もちょっと内閣府の方に出しましたが、やはり今まで人の命を守るための取組みと

して防災対策が行われてきたのだけれども、今回のことでもってそれが本当に十分だった

のかということをきちんと防災対策を預かっている部局とか、機関とか、防災の研究者に

これは投げ掛けられたんだ。だから、より人の命を守るということをきちんと検証した上

でもってその対策を検討しているのだということは書いていただいて、今まで中央防災会

議がやってきた専門調査会の報告書とはちょっと違うのだという覚悟と姿勢と志は、この

中間論点の整理の紙から入れていただきたいと思います。 

○人ごとではありませんので、●●委員からそのひな形のようなものを事務局に出してい

ただけると大変ありがたいのでございますが、よろしくお願いいたします。 

 では、どうぞ。 

○ちょっと細かい話になりますが、先ほど図の話が出たので、この１－２の図のところで

ちょっと疑問があります。 

 「これまで」のという絵の防災レベルの線が「これから」の下の線と同じところにある。

この「これから」の下の線というのは、先ほどのレベル１の意味とすると、では今までレ

ベル１しか考えていなかったのかというと、私はそうではないと思うのですね。基本的に

はレベル２のようなものを考えていて、だけど今まで考えていたレベル２というのはやは

り少し不十分な部分があった、より科学的なことから積極的にレベル２を考えましょうと

いうようなところなので、ここに線を書くとちょっと誤解があって、むしろその２番目の
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線の下あたりか、１番目と２番目の線の間ぐらいにこれまでのものがあったのではないか

なというような印象があるのと、それからそれに対する対策というのも細かい話ですけれ

ども、例えばこれから重要構造物の対策というのはレベル２を超えるものだけしか考えな

いのかとか、これだとそういうふうに見えますね。もう少し表現を工夫していただいた方

がよろしいんじゃないかと思います。 

 それから、もう一つよろしいですか。私はやはりこういうものを国民の皆さんに理解し

て、避難行動もそうですけれども、こういう防災対策が重要で、これに対してコストをか

けて安全性を高めるのだという意識を高めていくためにも、やはり防災教育というのは非

常に重要なので、こちらの本文の方には防災教育というのは書いてありますけれども、こ

の絵とか、１－３の第１次提言のところにも防災教育というのが更に今後推進しなければ

いけないのだということを是非強調していただきたい。以上です。 

○ありがとうございます。 

○この一枚紙は非常によくまとまっていると思いますけれども、これは多分、いろいろな

方が待っていると思うのですが、特に今回の津波は最大クラスの巨大の津波を想定という

ふうに書いてあれば、ではそれはどういうふうに決めるのだとか、いつ決まるのだという

ことを必ず聞かれるのですね。その辺のロードマップがあるのかどうか。あるいは、いつ

ごろに最大の想定をするということができるのだということをある程度考えていかないと、

出したはいいけれども、いつ決まるかはわかりませんということでは申し訳ないんじゃな

いかと思うので、その辺は事務局としてどういうロードマップがあって、いつごろにそん

なことが言えそうなのか、あるいはどうすれば言えるのかということをある程度考えてい

かないといけないんじゃないかと思うんですけれども。 

○１つは、推本の地震調査委員会の方でそういう議論がこれからなされますね。それから、

計画ではこの専門調査会の後、東海・東南海・南海について具体的にどういうふうに対処

していくかという方向にいきますよね。ですから、この中間まとめと一緒にそれは議論を

しないと、それぞれの地域でやはり違いますので、考え方としてはここまでしか出せない

とは思うのです。 

 ですから、ロードマップというのは、それ以降の政府の取組みと言いますか、それが続

いているということは出せると思うんですけれども。 

○多分、東海・東南海も重要だし、日本海側も重要だと思うし、例えば関東、相模湾をど

うするのだというような話もあると思うのですが、その辺のところを私はよく聞かれるの

です。具体的にいつごろ決まってくるのだろう、あるいは決めることができるのだろうと

いうことがちょっとよくわからないのですけれども。 

○それは、多分だれにもわからないというのが今の状態で。 

○こういう概念で仮に L１、L２、レベル１、レベル２、私はこだわりたいんですけれども、

レベル１はあくまでも最大津波だと思いたいのですが、どうも皆さんはまだそれはレベル

２と言っていますので、どちらでもいいのですが、こういった概念を想定すれば、すぐに
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どういう考え方で津波のレベルを数値として設定しなければならないかという議論は、是

非この場でやる必要があると思います。 

 特に三陸、宮城で、福島の場合は原発等々がありますけれども、再現復旧計画、復興計

画は、これについてある程度の目途を立てておかないと私は立てられないと思っています。

今いろいろな頭の体操をしてやっていますけれども、実際に土地利用計画をどうつくるか

といったときには、まず堤防をどのように復活させるか。それから、それを超えてくる津

波というのはどういう形で想定するかということをやらないと、多分土地利用計画はでき

ないと思うのです。 

 ここの部分はやはりある程度急いでやる必要がありますし、それは当然東南海にしても

日本海側にしても、今すぐに堤防などを変えることはできませんから、いろいろな地域の

中の防災計画、いわゆる避難計画、あるいは避難棟の建設なども場合によったら間に合う

かもしれません。 

 あるいは、先般、高知県知事とお話をしたところによりますと、ヘリポートをつくって

何かあった場合にすぐヘリコプターが離着陸できるような体制を整えたいとか、そういっ

たものが防災計画をつくっていくと思いますので、そのための前提となる条件、前提条件

は是非ここで出していただく必要があるのではないかと私は思いますが。 

○要は、こういう考え方で検討してくださいという方向性を出せばいいわけですね。それ

ぞれ具体的な、特に被災地はそうですけれども、今後問題になるようなところでこういう

基本的な考え方で計画するかということをやっていただくということですね。 

○基本的にはおっしゃることなのですけれども、一番初めのときに言ったと思うのですが、

ここでその対策を具体的な形で提示しようとするときに、そのときの限界なり、そういう

ものも明確にしないと、今、言われていることを私は誤解しているのかわかりませんけれ

ども、今後、今回起きたような地震・津波が起こったときに、防災会議の専門調査会で出

す、この政策に基づいて進んでいくならば、完璧に防災できますという話じゃないのだと

思うのです。 

 今後、提示する対策によって少なくともこれぐらいまでは十分対応することができます。

しかし、それ以上のものが出てきたときにはこのままではだめで、それに付随するものと

してこういうことを考えておかなければならない。こういう対策を取らなくてはいけない

という形しかないんじゃないでしょうか。 

 マグニチュード９以上のもので、それに伴う地震がきたときに、それをハードの側面で

本当に対策というのはとれるのですか。また、それでは補うことができなかった場合、ソ

フト対策でこういうことはできるのですか。それは完全に防災になりますね。防災という

のは不可能ですよね。 

 だから、そういうことは今まで想定していなかったけれども、そういうことが出てきた

場合には、基本的にこういう考え方で進んでいくことができますというようなものが出て

くれば、それは今までのものと比べるならば、はるかに私はインプルーブメントされてい
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るものになるんじゃないかと思いますけれども、そういう意味での数値ということであれ

ばそのとおりだと思います。 

○ちょっと補足でいいですか。 

 いずれも基本的な考え方を示した後に必ず、ではここの地域は何 m でどういう数値で想

定すればいいですかと必ず聞かれてくると思います。だから、もし中央防災会議でそこま

ではできないと言うのだったらどこで議論というか、そちらに下駄をあずけるのかという

ような考え方でもよろしいかと思いますので、是非、最低限ロードマップをつくってその

議論をだれかにお願いするならばお願いする。ここでやるならばここでやるということは

おまとめをいただきたいと思います。 

○これまでは、例えば東海地震、あるいは東南海・南海地震とか、それぞれの地域ごとに

分けて専門調査会が設けられて、被害想定をやって対策をつくってきたという流れなので

すね。今回はそういうことですから、この後、東海・東南海・南海が続いているわけで、

必要であればそういうものを設けていただくというのがこれまでのやり方なのです。です

から、それを変えるというのであれば、またそれは議論したらいいと思うのですが。 

○この問題は２つあって、１つは今まで東海とかのやり方と、もう一つは恐らく申し上げ

ているのは、東北３県について早急に復旧とか復興をしなければいけないので、今までの

ようにそれぞれの地震ごとに専門調査会をつくって改めて想定するという時間的な余裕は

ないかもしれない。 

 今、議論しているのは６月のまとめなのですが、これから秋までにかけて、少なくとも

東北３県について復旧、復興に当たって、完璧にはできないかもしれませんけれども、あ

る種の想定をする際の基本的な考え方と言うんでしょうか、そういったことを御議論いた

だけないかということです。 

 ですから、東北３県の話と、それ以外の大規模地震についての想定を新しい防災レベル

はどうするかというのはちょっと分けてお考えいただいた方がいいんじゃないかと思いま

す。 

○わかりました。皆さんが延長戦を認めていただけるのであれば、是非やりましょう。や

はり限られた時間では無理だと思いますから、いろいろなことをやらなければいけません

ので、今日ももう 50 分ぐらいオーバーしておりますけれども、これはやはり是非やらなけ

ればいけない問題だと思いますので、この専門調査会に御期待いただいているということ

を踏まえてやっていきたいと思いますので、そういうことで委員の皆様方の御同意を是非

得て進めたい。よろしゅうございますか。そういう形で進めさせていただきます。 

 それで、ほかにどうぞ。 

○その上で１つ提案がございますけれども、この専門調査会の中間報告としては、先ほど

のレベルの話は基本的な考えだと。 

 それで、私の方で資料を出させていただいた具体的な頻度とか、あとは地域の決定は海

岸保全施設関係の省庁がございますので、そういうところでたたき台をつくる。 
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 あとは、県ですね、県でそれぞれまた管理がございますので、そこまで持っていく必要

があるかと思います。 

○実務的なところはそういうことになろうかと思いますが、その前提だけをきちんと押さ

えておきたいと思いますので。よろしゅうございますか。 

 では、どうぞ。 

○多分、普通の国民が津波と言うと、津波警報で３m というのが一番先に出てくると思う

のですが、これは全然触れられていないですね。津波警報をどうするのだということは書

いていただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○これは、勉強会の仕事だと思います。ここでそれをやると、また大混乱しますので。 

○多分、最初に国民から言われるのはそれだと思うのです。恐らくそれで３m の問題とか

ありますから。要するに津波警報、書き方は問題ですけれども、これはあとの逃げ方とか、

津波警報の出し方とか、津波警報の精度の上げ方、それから情報の出し方ですね。そうい

ったものを検討しろというか、何とかしろというか、それは勉強会によるんでしょうが、

それに触れた方がいいと思うのです。 

○多少、役所間の役割分担の議論もありますが、気象庁と調整して考えたいと思いますの

で、事務局で調整します。 

○では、最後にどうぞ。 

○今の話は、やはりある程度のきちんとした議論が必要なところだと思います。 

 ただ、この専門調査会としては、例えばこういう配慮事項をしてもいいのではないかと

いうようなことで具体的な文案を書いてもよいというふうに思っています。例えば、それ

は津波警報というのが一番アバウトに言えば避難行動に資する形をしなさいと。もっと踏

み込むと、ハザードマップで先ほど幾つか多分パターンが出てくると思うのですが、その

パターンと連動するような警報の出し方を工夫するべきではないか。 

 例えば、釧路市は津波警報、津波でも避難をしなければいけない地域と、大津波ならば

避難してくださいというのを分けているのですね。やはりそういう避難パターンと合わせ

るようなことを配慮してくれというような言い方はあるんじゃないかという気がいたしま

す。 

 マイクをいただいたのでもう一点だけですが、これを言わせていただきたいと思って今

日、来たのですけれども、この中間論点を見たときに東北３県の被災者の方々はどう見る

のだろうかというのがちょっと引っかかります。今後どうするのかという議論はとても大

事で、皆さん方も御理解いただけると思いますけれども、やはり本当に今回の東日本太平

洋沖地震で問題だったのは、想定と避難だけだったのか。例えば、仮設住宅のつくり方、

あるいは応急の支援の在り方というのが妥当だったのかということは検証する暇がないと

思いますけれども、何か触れてもいいのではないか。今、地元に行くと一番困っているの

は、仮設は２年間で出なければいけないと思っていらっしゃる。それに対してどうちゃん

と普及していくのか。私などは中越でも越えていますから大丈夫ですと言いたいですけれ
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ども、言える立場ではないとか、そこまで踏み込むのかどうかというところですね。その

支援の在り方というものにどこまで目配りするのかということが言いたかったことです。 

○確かに、今回被災地に限定して言うと、今回取り扱っている問題以外のいろいろな問題、

生活支援の問題とか復旧・復興とかいろいろあります。 

 ただ、元々を言うと、この専門調査会に与えられた役割というのは何なのかと言えば、

最初に申し上げた検討テーマですので、とは言いながら、この時期にこういった提言を出

すときにそういった専門調査会に与えられたテーマと今、世の中でいろいろな人が関心の

ある東北３県でいろいろ生じている問題がどうなのかという、多少その関係の整理みたい

なことはひょっとしてこの報告書に書いた方がいいと思いますので、そこら辺は案をつく

るときに工夫をしたいと思います。 

○今のようなお話というのは、被災者生活支援チームでずっと扱ってきているテーマです。

昨日、一昨日と宮城と岩手の市町村が終わって、首長との意見交換をやる中でさまざまな

意見交換をしてきたのですが、おっしゃるように、例えば仮設住宅は２年で出なくちゃい

けないんですかというような質問が今の段階でも出てきます。 

 そういったことについては、私どももずっとやってきたテーマでもありまして、恐らく

どこかの時点で、例えば発災直後に高速道路を止めたのは本当によかったのかどうかとか、

そういった部分については何らかの検証も必要になると思います。 

 しかし、さはさりながら、大変申し訳ないんですけれども、復旧・復興が待っています。

復旧・復興が待っている大前提は、やはり今回の場合は津波・地震ということでありまし

て、ここに対して先ほども言ったレベル１、レベル２、あるいは防災計画をどう立てるか。

こういったことに対してのまず提言を急いでいただければ、被災地出身の国会議員として

言うわけではないのですけれども、非常にありがたいなという感じはします。やらなけれ

ばならないことは山ほどございますけれども、そこのところを是非お願いしたいと思いま

す。 

 勿論、今回の避難警告するとき、例えば当初の３m の予想がどうだったとか、これも私

は別途、実はこれはこれで別の予算を取って調査してもいいぐらいのテーマだと思ってい

ます。現実、避難をするときにどういう問題が起こったかといった証言集みたいなものも

場合によっては必要なんじゃないか。実はこれが東南海とか四国、九州でいろいろ防災計

画をつくるときにも非常に貴重な資料になるのではないかという思いがありまして、そう

いうことも是非、別途それは検討したいと思っていますが、むしろそういった御提言をや

れという御指示をいただければ、また事務局の方でも、私は今度は事務局の方を督促して

やらせたいと思いますので。 

○１つだけ PR させていただきますけれども、我々の問題意識は先週の火曜日に防災白書の

閣議決定をしまして、今後の取組みということで何点か書いております。これは専門調査

会の今回の検討もその一部ですが、それだけではなくて１つだけ申し上げると、今回のよ

うな広域災害に対して本当に今回のような応急対策でよかったかどうか検討する必要があ
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ると思いますし、もろもろ防災白書に書いておりますので、是非一度ごらんいただければ

と思います。 

 

閉 会 

 

○河田座長 ありがとうございました。 

 およそ１時間オーバーしておりますので、この辺りで議論を終えたいと思います。本日

の議論を踏まえまして、事務局は必要な修文をお願いいたします。また、次回は来週の日

曜日ですが、終了後には中間取りまとめを公表する予定にしております。そのため、各委

員には事務局から今週、中間取りまとめ案がメール等で送付されますので、必ず目を通し

ていただきまして、意見提出や内容確認などの対応を、１回ではございません。随時お願

いしたいと思いますので、くれぐれも毎日メールを見ていただきたいと思います。大変お

忙しいところではありますが、御協力お願いいたします。 

 それでは、本日の議事を終了いたします。 

 事務局から何か連絡事項はありますか。 

○越智（事務局） 座長、どうもありがとうございました。この後も、記者ブリーフィン

グどうぞよろしくお願いいたします。 

 それから、配布しておりますように、次回は来週日曜日 26 日 14 時からということでお

願いしております。会場も、本日と同じところでありますのでよろしくお願いいたします。 

 資料送付を希望の方は机の上に置いていただきましたら、後ほど送付させていただきま

す。 

 それでは、以上をもちまして本日の専門調査会を終了させていただきます。どうもあり

がとうございました。 

 

―― 了 ―― 


